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第１章 総則 

第１  趣 旨 

この基準は、伊丹市火災予防査察等に関する規程（平成15年消訓令第７号）第18条の規 

定に基づき、危険物の規制事務を統一的に処理するために必要な基準(以下｢審査基準｣とい

う。)を定めるものとする。 

 

第２  用 語 

この審査基準の用語は、次の例による。 

１ ｢法｣とは、消防法(昭和23年法律第186号)をいう。 

２  ｢施行令｣とは、消防法施行令(昭和36年政令第37号)をいう。 

３  ｢施行規則｣とは、消防法施行規則(昭和36年自治省令第６号)をいう。 

４  ｢政令｣とは、危険物の規制に関する政令(昭和34年政令第306号)をいう。 

５  ｢省令｣とは、危険物の規制に関する規則(昭和34年総理府令第55号)をいう。 

６  ｢告示｣とは、危険物の規制に関する技術上の細目を定める告示(昭和49年自治省告示 

第99号)をいう。 

７ ｢規則｣とは、伊丹市危険物の規制に関する規則(昭和60年規則第６号)をいう。 

８  ｢要綱｣とは、危険物規制事務処理要綱の全部を改正する要綱(平成23年２月21日伊消予 

第466号)をいう。 

９ ｢建築基準法｣とは、建築基準法(昭和25年法律第201号)をいう。 

10  ｢建築基準法施行令｣とは、建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)をいう。 

11  ｢JIS｣とは、日本工業規格をいう。なお、省令、告示及びこの審査基準中にJISを引用 

して定めている技術上の基準については、当該JISの最新のものを適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

第２章 事務処理に関する審査基準 

 

第１  製造所等の設置又は変更許可申請 

１  申請の方法 

（１）製造所等の設置又は変更許可申請は、１つの製造所等ごとに１件として申請するこ 

と。 

また、個々の製造所等について１件の申請範囲は次によること。 

ア  製造所・一般取扱所 

原則として、棟又は一工程のプラント単位でかつ場所的に一体性を有すると認め

られる範囲を1件とする。（昭和37年４月６日自消丙予発第44号） 

なお、１棟の建築物の中に政令第19条第２項に規定する一般取扱所を複数設置す

るときは、設置者の選択によることができる。 
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イ  屋内貯蔵所 

（ア）１棟の貯蔵倉庫につき１件とする。 

（イ）政令第10条第３項に規定する「他用途部分を有する建築物に設ける屋内貯蔵所」は、 

１室の貯蔵倉庫につき１件とすること。 

一の建築物に、同一の階で、かつ、隣接しないで設ける場合は、政令第10条第３項

に規定する技術上の基準を満たした屋内貯蔵所を２以上設置することができる。（平

成元年７月４日付消防危第64号） 

ウ  屋外タンク貯蔵所 

１基の屋外貯蔵タンクにつき１件とする。 

エ  屋内タンク貯蔵所 

同一室内にある屋内貯蔵タンクを一括して１件とする。なお、個々のタンク容量が     

  指定数量未満であっても、その合計量が指定数量以上であれば当該室内のタンク群を

１件の屋内タンク貯蔵所とする。 

オ  地下タンク貯蔵所 

（ア）１基の地下貯蔵タンクにつき１件とする。 

（イ）２以上の地下貯蔵タンクが次のいずれかに該当すれば１件とすること。なお、個々 

のタンク容量が指定数量未満であっても、その合計量が指定数量以上であれば地下タ

ンク貯蔵所とすること。（昭和54年12月６日付消防危第147号） 

ａ ２以上の地下貯蔵タンクが同一のタンク室内に設置されている場合 

ｂ ２以上の地下貯蔵タンクが同一の基礎上に設置されている場合 

ｃ ２以上の地下貯蔵タンクが同一のふたで覆われている場合 

カ  簡易タンク貯蔵所 

場所的一体性を有する３以下の簡易貯蔵タンク(品質を異にするものに限る。)を１

件とする。 

キ  移動タンク貯蔵所 

移動貯蔵タンクを固定する車両１台につき１件とする。 

このため、被けん引車形式の移動タンク貯蔵所については、１台の被けん引車につ

き複数のけん引車があっても１件として許可できる。（平成９年３月26日付消防危第

33号） 

ク  屋外貯蔵所 

１区画につき１件とする。 

ケ  給油取扱所･第一種販売取扱所･第二種販売取扱所 

１施設につき１件とする。 

コ  移送取扱所 

起点、終点、経路等について場所的に一体性を有する配管群を一括して１件とする。 

（２）複数の製造所等の間で共用する危険物配管並びに消火設備等及び警報設備等は主た 
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る製造所等の付属とし、放出口等供用部分以外については、それぞれの製造所等の付 

属とすること。（平成９年３月26日付消防危第35号） 

（３）屋外タンク貯蔵所の共通防油堤、危険物配管設備（注入口及びポンプ設備を含む。 

以下｢配管設備｣という。）及び消火配管（ポンプ、水源等を含む。以下この章にお 

いて同じ。）の変更申請は、次によること。 

ア  共通防油堤の変更 

（ア）防油堤は、その中に設置されているタンクのうち貯蔵量が最大のタンク(以下｢ 代

表タンク｣という。)の付属とし、防油堤のみを変更するときは、代表タンクの変更

とする。（平成９年３月26日付消防危第35号） 

（イ）タンクの新設に伴い防油堤を変更するときは、当該新設タンクの申請に含めるも

のとし、完成検査後代表タンクの付属とする。 

（ウ）代表タンク以外のタンクの変更に伴い防油堤を変更するときは、代表タンクの変

更とする。 

イ  配管設備の変更 

（ア）配管設備が単独のタンクに専属するときは、当該タンクの変更とする。 

（イ）油槽所等で配管設備が輻輳しているものについては、構内配管を一括して代表タ 

ンクの付属とし、配管設備を変更するときは、代表タンクの変更とする。（平成９ 

年３月26日付消防危第35号） 

（ウ）代表タンク以外のタンクの新設により、配管設備を設置するときは、当該新設タ 

ンクの申請に含めるものとし、完成検査後代表タンクの付属とする。ただし、当該 

配管設備が既設配管設備に接続する場合は、代表タンクの変更とする。 

ウ  消火配管の変更 

（ア）消火配管が単独のタンクに専属する部分については、当該タンクの変更とする 

（イ）消火配管が２以上のタンクに共有する部分については、代表タンクの付属とし当 

該配管を変更するときは、代表タンクの変更とする。（平成９年３月26日付消防危

第35号） 

エ  敷地内距離に係る防火塀又は水幕設備の変更 

当該設備を設けた屋外タンク貯蔵所の変更とする。ただし、２以上の屋外タンク

貯蔵所の防火塀が連続して設置されている場合における共用部分は、当該防火塀に

よる防護範囲が最長となる屋外タンク貯蔵所の変更とする。 

２  設置又は変更の申請区分 

（１）申請区分に関する基本的事項（昭和52年12月19日付消防危第182号） 

製造所等において他の施設区分への転換を行う場合及び貯蔵所又は取扱所におい

て当該貯蔵所又は取扱所が属する政令第２条及び第３条に掲げる施設区分（同令第

３条第２号イ及びロを含む。）の変更となる転換を行う場合は、消防法第12条の６

に定める用途廃止に係る手続きを経て同法第11条第１項前段に定める設置に係る許
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可を必要とする。 

製造所等について変更工事を行う場合のほか、製造所等において貯蔵し、又は取 

り扱う危険物の種類数量の変更、製造所等における業務形態の変更等を行うことに

より、当該製造所等に適用される消防法第10条第４項の技術上の基準が異なること

となる場合（例えば、政令第９条第２項の施設を同条第１項に変更するときにおい

て位置、構造及び設備の変更がない場合にあっても同様。）には同法第11条後段の

変更に係る許可を必要とする。 

なお、同一施設区分の中で製造所等の用途が基本的に変更される場合は、「廃止

－設置」による手続きを必要とする。 

（２）製造所等の許可申請区分の具体例 

ア  設置許可申請の対象となるもの。 

（ア）製造所等を設置しようとするとき。 

（イ）製造所等の主体部分を解体して、同一敷地内に移設しようとするとき。 

（ウ）製造所等を他の敷地に移設しようとするとき。（昭和52年10月12日付消防危第149

号） 

（エ）屋内タンク貯蔵所の屋根を撤去し、屋外タンク貯蔵所とするとき。 

（オ）政令第19条第２項第６号により許可を受けていた施設の油圧機器を撤去し、新た 

に発電機設備を設け、政令第19条第２項第３号となるとき。 

イ  変更許可申請の対象となるもの。 

（ア）製造所等の構造又は設備を変更しようとするとき。ただし、第７資料提出(軽微変 

更届)等により処理する場合を除く。 

（イ）移動タンク貯蔵所の位置変更をしようとするとき。ただし、屋外における同一敷 

地内の位置変更は、第７資料提出（軽微変更届）等による。（平成14年３月29日付

消防危第49号引用） 

（ウ）営業用給油取扱所を自家用給油取扱所に、又は自家用給油取扱所を営業用給油取 

扱所に変更しようとするとき。（昭和52年12月19日付消防危第182号） 

（エ）屋外タンク貯蔵所で既設のタンクと直径及び高さが同規模以下のタンク本体のみ 

の建て替えを行う場合（特定及び準特定屋外タンク貯蔵所に限る。） 

３  申請書等の記載方法 

（１）全般的事項 

ア 申請書等の必要欄は、漏れなく簡潔に記載すること。 

イ 申請書等の記載に際して記載事項が多く欄内に記入できないときは、別紙に記入し、 

欄内は｢別紙のとおり｣と記入すること。 

ウ 申請書類の訂正は、削除する場合は申請者による二重傍線に記名、加筆する場合は 

申請者による加筆及び記名によること。ただし、代理人を定めて申請する場合は、代 

理人による前記対応によること。 
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（２）申請者 

ア  申請者は、設置者とすること。この場合において、設置者と同一組織内にあり代理 

権を有する者は申請者となることができる。 

イ 申請者が法人の場合は、法人名、代表者職氏名を記入すること。 

ウ 申請者が代理人を定めて申請する場合は、委任事項を具体的に記載した委任状を添 

付すること。 

エ 代理人が復代理人を定めて申請する場合は、前ウと同様に委任状及び当該復代理人 

の選任を許諾した旨が明らかとなる書面を添付すること。 

（３）設置者 

製造所等の設置者は、所有者等その設置及び維持について権限を有するものであ

ること。（昭和58年11月17日付消防危第119号） 

権限を有する者を例示すれば次のとおりである。 

ア 個人の財産である製造所等 

（ア）本人 

（イ）本人から委任を受けた代理人（支配人等） 

イ 法人（株式会社等）の財産である製造所等 

（ア）当該法人 

法人の代表者として記入する氏名は下記によること。 

ａ 株式会社           代表権を有する取締役 

ｂ 有限会社           取締役 

ｃ 合資会社           無限責任社員 

ｄ 合名会社           無限責任社員 

ｅ 社団、財団等その他の法人   理事又はこれに類する名称を冠する代表者 

（イ） 法人の代表者から委任を受けた代理人 

ウ 地方公共団体の財産である製造所等 

（ア）地方公共団体の長 

（イ）長から委任を受けた吏員、長を補助する吏員（副知事、助役、部局等の長） 

エ 国の財産である製造所等 

（ア）各省の大臣 

（イ）大臣の権限を分掌する庁、部局等の長 

（４）危険物の類、品名、最大数量 

ア 品名は、法別表で定める品名のほか、化学名等をかっこ書きで併記すること。なお、 

品名又は指定数量が不明な物品については、規則第２条の３の規定により、危険物デ 

ータベース登録確認書又は確認試験結果報告書等を添付すること。 

イ 移動タンク貯蔵所において２以上の危険物を交互に積載する場合は、すべての類・ 

品名を記載すること。 
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ウ 倉庫業等で貯蔵する危険物の品名が確定しない場合は、取り扱う可能性があるすべ 

ての品名を記載し、想定される設計最大数量を倍数とすることができる。 

エ 最大数量は、次により算出した数量とすること。 

（ア）製造所、一般取扱所にあっては、第３章、第２、３により算出した数量とする。 

（イ）タンクにあっては、政令第５条及び省令第２条、第３条により算出した容量とす 

る。ただし、国際輸送用タンクコンテナは除く。 

（ウ）給油取扱所にあっては、第３章、第12により算出した数量とする。なお、専用タ 

ンク等、付属設備等の区分ごとにそれぞれ個別に取扱量を算出した書面を申請届出

書類に添付すること。 

（エ）前記以外にあっては、設計最大数量とする。 

（５）指定数量の倍数 

倍数表記は、小数点以下第２位切り捨てとし、小数点以下第１位までとする。 

なお、複数の品名又は指定数量での算出が必要な場合、途中の算出は分数で行い、

倍数の最終の合計値で切り捨てを行うこと。 

２以上の危険物を交互に貯蔵・取扱する場合は、倍数が最大となる品名で算出す

ること。 

（６）構造設備明細書 

ア 製造所･一般取扱所構造設備明細書の｢令第９条第１項第20号タンクの概要｣の欄に 

は、該当タンクをすべて記載すること。 

イ 構造設備明細書及び添付図面に記載するタンク、設備及び機器等の名称は、統一す 

ること。 

ウ 変更許可申請の場合は、変更に係る事項のみを記載し、他は斜線で抹消又は空白と 

することができる。 

エ 設備、機器等を多数設置する場合は、設備、機器等のリストを別紙として添付する 

ことができる。 

オ 多数の配管を設置する施設で｢配管｣の欄に記載できない場合は、次の配管構造明細 

表によることができる。   

 カ 特例の承認を受けている施設については、構造設備明細書の欄外右肩付近に「特例

認定施設」と赤字で表記すること。  
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（Ａ４用紙 横）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

配 管 構 造 明 細 票 

設置区分 最大 

常用圧力 

内径 材質 地上配管

塗装材 

地下（海底）配管の保護 備考 

塗覆装材 防食被覆材 電気防食の措置 

 Kpa mm       

         

         

         

         

         

  注）  １．設置区分の欄には地上、地下、海底の区分を記入すること。 

    ２．材質の欄にはＪＩＳ規格記号を記入すること。 

    ３．電気防食の措置欄には、電気防食措置の有無を記入し、有の場合には、

別に構造明細図を添付すること。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（７）添付書類（平成９年３月26日付消防危第35号） 

ア 製造所等を構成する部分のうち、危険物以外の物質を貯蔵し、又は取り扱う部分（以 

下｢非対象設備｣という。）に係るものは、危険物施設としての一体性が明らかとなる 

配置図、工程図を添付すれば足りるもので、構造設備に関する明細書類の添付までは 

必要としない。 

イ 変更許可申請においては、変更に係る範囲又は設備の位置を記載した配置図及び変 

更に係る部分の図書を添付し、その他の図書の添付は要しない。この場合において変 

更にかかる部分と既許可部分とを見やすいように色別すること。ただし、変更の内容 

が著しく複雑なものは、変更前及び変更後の図面を添付すること。 

ウ 大型製造プラント等で多数の機器、配管が設置される施設にあっては、個別の記載 

ではなく工程の概要を示す図（以下｢フロー図｣という。）等の添付によることができ 

る。 

エ 工事中の安全対策に係る図書等については、安全面に配慮が必要な場合を除き添付 

を要しない。 

オ 特定屋外タンク貯蔵所及び移送取扱所以外の製造所等の許可申請書については工事 

計画書及び工事工程表の添付を要しない。 

（８）添付書類の記載内容（平成９年３月26日付消防危第35号） 

ア 付近見取図及び配置図等 

建築物その他の工作物と周囲の保安対象物件の状況が示された図面及び保有空地

の範囲が示された図面(他の部分と朱書きにより区分すること。複数枚であっても構   
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わない。)を添付し、必要な距離等を記載すること。ただし、保安距離についてそ

れぞれの保安対象物件からの距離が規定値以上であることが明確な場合は、配置図

にその旨を記載することにより距離を明示しないことができる。 

イ 建築物、機械器具等の配置及び構造 

（ア）建築物 

平面図（建築物等内の設備等の配置を示したもの。以下同じ。）、立面図（「四

面」以下同じ。）及び断面図（代表的な断面。以下同じ。）を添付すること。 

ａ 主要構造部（壁、柱、床、はり、屋根等）については、平面図等に構造等を記 

載すること。主要構造部を耐火構造とし、又は不燃材料で造る場合で国土交通大 

臣の認定品を使用するときは、認定番号（現場施工によるものを除く）を記載す 

れば、別途構造図の添付を要しない。 

ｂ  窓及び出入口については、平面図等に位置、寸法、構造等を記載すること。窓 

及び出入口の防火戸等で国土交通大臣の認定品を使用する場合は、認定番号を記 

載すれば、別途構造図の添付を要しない。 

ｃ  排水溝、貯留設備等については、平面図に位置及び寸法を記載することにより、 

別途構造図の添付を要しない。 

（イ）工作物(建築物に類似する架構等)、防火塀、隔壁等 

工作物にあっては架構図(架構等の姿図)及び構造図を、防火塀、隔壁等にあっ

ては位置を示した平面図及び構造図を添付すること。 

（ウ）タンク、塔槽類、危険物取扱設備等 

タンク、塔槽類、危険物取扱設備等（以下｢タンク等｣という。）については、

構造図を添付すること。ただし、小規模な危険物取扱設備等については、配置図

等に位置、材質等を記載することにより、別途構造図の添付を要しない。 

ａ タンク等の支柱等については、上記の構造図に支柱等の構造等を記載すること 

により別途構造図の添付は要しない。 

ｂ 液面計等の附属設備については、上記の構造図に種別及び取付位置、材質等を 

記載することにより別途構造図の添付は要しない。 

（エ）計装機器等 

計装機器等（「危険物の取扱いを計測又は制御するための機器」をいう。以下

同じ。）は、配置図等に位置、機能等を記載することにより、別途構造図の添付

は要しない。 

なお、大型製造プラント等、多数の設備を設置する施設においては、フロー図

等への計装機器等の概要の記載によることができる。 

（オ）危険物取扱設備と関連のある非対象設備等 

危険物取扱設備と関連のある非対象設備（危険物の貯蔵又は取扱い上安全性に

影響するものをいう。）及び危険範囲（可燃性蒸気が漏れ又は滞留し、何らかの
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点火源により爆発等のおそれのある範囲をいう。以下同じ。）にある危険物取扱

設備と関連のない非対象設備は、配置図等に名称、防爆構造（防爆対策を含む）

等を記載することにより、別途構造図の添付は要しない。 

なお、大型製造プラント等、多数の設備を設置する施設においては、フロー図

等への設備等の設置条件(材質、防爆構造等)の記載によることができる。 

（カ）危険物取扱設備と関連のない非対象設備 

危険物取扱設備と関連のない非対象設備で危険範囲にないものは、配置図等に

名称を記載することにより、別途構造図の添付は要しない。 

なお、大型製造プラント等、多数の設備を設置する施設については、フロー図

等への設備等の設置条件(位置等)の記載によることができる。 

（キ）地上配管 

地上配管については、材質、口径等及び配管ルートを配置図等に記載すること。

敷設断面、配管支持物（耐火措置を含む。以下同じ。）等については、一定箇所

ごとの断面、構造等の状況を配置図等に記載することにより、別途構造図の添付

は要しない。 

（ク）地下配管 

地下配管は、材質、口径等及び配管ルートを配置図等に記載すること。敷設断

面、腐食防止措置（電気防食措置の場合にあっては、位置及び構造）については

一定箇所ごとの断面、敷設状況を配置図等に記載することにより、別途構造図の

添付は要しない。 

（ケ）構造計算書等 

計算のための諸条件並びに計算式及び計算結果のみの記載とすることができる。 

ウ 電気設備及び避雷設備 

（ア）電気設備 

危険範囲の電気設備については、配置図等に位置、防爆構造記号等を記載する

ことにより、別途構造図の添付は要しない。なお、危険範囲外の電気設備につい

ては省略することができる。 

電気配線については、各配線系統のルート及び構造(施工方法等)を配置図等に

記載すること。 

（イ）避雷設備 

配置図等に種別及び位置等を記載することにより、別途構造図の添付を要さな

い。配線については、各配線系統ルート及び構造（施工方法等）を配置図等に記

載すること。 

エ 消火設備、警報設備及び避難設備の設計書 

（ア）添付書類は、施行規則第33条の18に定める工事整備対象設備等着工届に関する図 

書とする。 
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（イ）設計書の計算書については、計算のための諸条件、計算式及び計算結果のみを記 

載した計算書とすることができる。 

オ  緊急時対策に係る機械器具等 

前イ（エ）計装機器等の例によること。 

カ 特定屋外タンク貯蔵所に係る添付書（昭和52年３月30日付消防危第56号） 

特定屋外タンク貯蔵所に係る許可申請に添付する図書のうち、基礎・地盤及びタン

ク本体に関する関係図書は、おおむね次表のとおりとする。なお、500kℓ以上の屋外タ

ンク貯蔵所のタンク本体に関する関係図書についても次表を準用すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 

 

関係図書 項目 内容 

１ 設計図書 

(1)基礎及び地盤 

 

 

 

 

 

 

(2)タンク本体 

①平面図 縮尺が500分の１以上のもの 

②断面図 縮尺が縦100分の１以上、横500分の１以上のもの 

③詳細図 

 （省令第20条の2第2項第2号イに

該当する地盤を除く。） 

縮尺が縦50分の１以上のもので、構造の詳細について

記載したもの 

④計算書 設計条件、工法及び型式の選定理由、設計計算書等に

ついて記載したもの 

①平面図 縮尺が300分の１以上のもの 

②断面図 縮尺が300分の１以上のもの 

③詳細図 構造の詳細について記載したもの 

④計算書 設計条件、強度及び安定計算等について記載したもの 

２ 工事計画書  工事概要、施工条件、施工方法、施工管理方法、使用

材料の品質等を記載したもの 

３ 工事工程表  工種ごとの工程について記載したもの 

４ 添付書類 

 (1)基盤及び地盤に関

するもの 

 

 

 

 

 

 

(2)タンク本体に関する

もの 

①地質調査資料 地盤概要、地質断面図、土質柱状図、土質試験結果一

覧表、地下水位に関する資料の他、省令第20条の2第2

項第2号ハに該当する地盤にあっては、当該地盤の改

良方法に関する資料 

②その他基礎及び地盤に関し必要

な資料 

(ｱ)地盤が造成された際の工事の記録 

(ｲ)特定屋外タンク貯蔵所を設置する地域の地盤の沈

下に関する資料 

(ｳ)設置に係る特定屋外貯蔵タンク（以下「タンク」と

いう。）の近傍の既設工作物の地盤に関する資料等 

①溶接部に関する説明書 溶接施工方法確認試験要領書、又は既往の確認試験結

果報告書、母材及び溶接用材料の溶接特性に関する資

料、溶接機器及び溶接部の検査機器に関する資料等 

②その他タンクに関し必要な資料 タンクに関し参考となるべき資料 

５ 位置図  縮尺5万分の１以上のもので、地形の概況及びタンク

位置を記載したもの 

６ 現況平面図  縮尺1000分の１以上のもので、タンク中心を円の中心

とする半径300m程度の区域を範囲とし、地形、既設

工作物及びタンク位置を記載したもの（現況が確認で

きる写真を添付すること。） 
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備考 

１  関係図書については、設計及び施工に関する責任技術者の氏名、所属を記載した書面 

を添付すること。 

２ 計算書については、計算の根拠を明らかとすること。 

３ 地質調査資料は、次に掲げる要件を満たすこと。 

(1) タンク地盤及びその周辺の地盤について、ほぼ直交する２方向断面の地盤性状が 

判断できるものであること。 

(2) タンク地盤について、良好な支持層が確認できる範囲のものであること。 

(3) タンク及びその周辺の地盤が不整又は軟弱である場合は、不整又は軟弱な地盤の 

状態が十分確認できるものであること。 

(4) 土質試験は、JISがあるものにあってはJISに定める方法、JISがないものにあって 

は土質工学会基準に定める方法により行い、かつ、次に掲げる資料が明らかにされ 

ているものであること。 

ア 標準貫入試験の値は、おおむね１m(試験の深さが20mを超えるときは、おおむね 

２ｍ間隔の値 

イ 室内試験の値は、おおむね２ｍ(圧密試験の値にあっては４ｍ)間隔の値 

(5) 地質調査資料の作成にあたって必要な様式及び記載方法については、土質工学会 

基準に定める様式及び記載方法によるものであること。 

４  許可申請書類の編冊順序 

製造所等の許可申請書類の編冊順序は、おおむね次によること。 

（１）設置許可申請書 

（２）構造設備明細書（20号タンクを有するものは、タンク構造設備明細書） 

（３）委任状 

（４）付近見取図 

（５）構内配置図 

（６）危険物数量計算書 

（７）位置、構造、設備の図面及び書類等 

（８）危険物配管関係 

（９）付帯設備 

（10）換気設備、可燃性蒸気又は可燃性微粉の排出設備 

（11）電気設備、避雷設備 

（12）消火設備、警報設備、避難設備の概要図、配置図及び設計仕様書 

（13）危険物の取扱いに伴う危険要因に対応して設置する設備等に関する書類（危険物令

第７条の３に掲げる製造所及び一般取扱所のみ） 

（14）その他必要な書類 
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５  設置又は変更の中止等の処理 

（１）製造所等の設置又は変更許可申請書の受付後で、許可前に設置又は変更計画を中止 

しようとするときは、要綱第23条第１項に規定する許可申請の取下げ願を提出するこ 

と。 

（２）製造所等の設置許可後、完成検査前に設置工事を完全に中止しようとするときは要 

綱第23条第２項に規定する許可の取消し願を提出すること。 

（３）変更許可を受けた製造所等が計画の変更等により完成検査前に変更前の状態に復帰 

しようとする場合は原則として従前の状態に復帰する変更許可申請によること。 

ただし、当該変更許可に係る部分が従前の状態である場合には要綱第23条第2項に規 

定する許可の取消し願によることができる。 

 

第２ 手数料の徴収 

手数料の徴収については、伊丹市手数料条例の規定によるほか、次によること。 

１  設置又は変更許可申請書の受付後で、許可前に指定数量の倍数変更を行うとき。（昭 

和39年３月２日自消丙予発第15号引用） 

（１）指定数量の倍数変更により、許可申請手数料が増加することになる場合は、増加後 

の数量に係る手数料との差額を追徴する。 

（２）指定数量の倍数変更により、許可申請手数料が減少することになる場合は、すでに 

これに関する審査手続等の役務の提供が開始されたことであるから、減少後の数量に 

係る手数料との差額は返還しない。 

２  設置又は変更許可後で、完成検査前に計画を変更するため変更許可申請を行うとき。 

（１）指定数量の倍数に変更がないときは、設置許可手数料額の２分の１とする。 

（２）指定数量の倍数に変更があるときは、増減後の指定数量の倍数に係る設置許可手数 

料額の２分の１とする。（昭和48年８月２日付消防予第122号引用） 

３  同時完成検査の申請を行うとき。 

（１）設置の完成検査を伴うときは、最終の変更許可手数料額と同額とする。 

（２）設置の完成検査を伴わないときは、最終の変更許可手数料額の２分の１とする。 

４  特定屋外タンク貯蔵所の変更許可申請のうち、次に該当するものは特定屋外タンク貯 

蔵所の設置の手数料の２分の１の額とする。 

（１）昭和52年2月14日において設置許可又は当該許可の申請がされている特定屋外タンク

貯蔵所 

ア  平成６年政令第214号に基づく新基準に適合させるための変更許可申請 

イ 平成６年政令第214号に基づく新基準の適合済のタンクでのタンク本体並びに基礎 

及び地盤に係る変更許可申請 

屋外貯蔵タンクの「タンク本体並びに基礎及び地盤に係る変更｣とは、タンク本体に 

あっては省令第20条の７に定める放射線透過試験又は省令第20条の８に定める磁粉探
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傷試験及び浸透探傷試験、基礎にあっては省令第20条の２第２項第４号又は第6号に定

める平板載荷試験、地盤にあっては省令第20条の２第２項第２号に定める標準貫入試

験、平板載荷試験及び圧密度試験に係る変更とする。 

告示第４条の23の３に規定する浮き蓋付特定屋外貯蔵タンクの浮き蓋に係る変更の 

うち、告示第４条の23の２、告示第４条23の４及び告示第４条の23の５の規定に係る

変更については、タンク本体の変更に該当する（平成24年３月28日付消防危88号引用）

告示第４条の21の３に規定する屋外タンク貯蔵所（告示第４条の23の３において準用

するタンクを含む。）で、告示第４条の21の４に規定する基準に関する変更工事につ

いては、タンク本体の変更に該当する。（平成24年３月28日付消防危第88号引用） 

（２）昭和52年２月15日以後に設置許可申請がされている特定屋外タンク貯蔵所でのタン 

ク本体並びに基礎及び地盤に係る変更許可申請 

５  準特定屋外タンク貯蔵所の変更許可申請のうち、次に該当するものは準特定屋外タン 

ク貯蔵所の設置の手数料の２分の１の額とする。 

（１）平成11年４月１日において設置許可又は当該許可の申請がされている準特定屋外タ 

ンク貯蔵所 

ア  政令第11条第３号の３及び第４号に定める技術上の基準に適合させるための変更許 

可申請 

イ 政令第11条第３号の３及び第４号に定める技術上の基準に適合済のタンク並びに平 

成29年３月31日以降に行われるタンク本体並びに基礎及び地盤に係る変更許可申請 

準特定屋外タンク貯蔵所の「タンク本体並びに基礎及び地盤の変更」とは、タンク

本体については、側板最下段の全周取替、基礎及び地盤については液状化の恐れのあ

る地盤に外傍ＲＣリング基礎を設置する等、当該変更に際して設置時と同様の応力等

の検討を要する変更をいう。（平成11年６月15日付消防危第58号引用） 

（２）平成11年４月１日以後に設置許可申請がされている準特定屋外タンク貯蔵所でのタ 

ンク本体並びに基礎及び地盤に係る変更許可申請 
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第３  完成検査申請及び完成検査前検査申請 

１ 申請書の記載方法等 

（１）申請者は、許可申請者と同一人であること。ただし、製造所等を管轄する市町村長 

等以外の行政機関等に水張検査又は水圧検査の申請をするときは、タンクの製造者又

はタンクの製造者と同一組織内にあり代理権を有する者は、申請者となることができ

る。 

（２）複数の変更許可を受けている製造所等で、同時に完成検査を受ける場合は１件とし 

て取り扱うこととし、当該完成検査申請書の｢設置又は変更の許可年月日及び許可番 

号｣の欄に当該同時完成に係るすべての許可年月日及び許可番号を連記すること。ただ 

し、完成検査の日を違えてそれぞれ別個に行う場合は別件として取り扱うこと。 

（３）一の製造所等で複数のタンクの新設又は変更の工事が行われる場合は、完成検査前 

検査申請書の｢その他必要な事項｣の欄に検査対象のタンクが明確に特定できるよう記 

載すること。 

２  完成検査申請の添付書類及び処理等 

（１）完成検査申請書には添付図書は要さないものとする。ただし、指定数量以上の液体 

危険物タンクを有する製造所等(移動タンク貯蔵所を除く。)にあっては、当該タンク 

のタンク検査済証の正本を添付すること。 

（２）設置者は、完成検査時までに次に掲げる自主検査結果報告書を作成しておくこと。 

ア  危険物を取り扱う配管を設ける製造所等にあっては、当該配管の水圧(気密)試験結    

 果 

イ  地下埋設配管に電気防食を行うものにあっては、防食電位測定結果 

ウ  安全装置を設ける製造所等にあっては、作動試験結果 

エ  消防用設備(消火設備にあっては、第４種及び第５種を除く。)を設ける製造所など 

にあっては、機能試験結果(施行規則第31条の３第５項に基づくもの。) 

オ  屋外タンク貯蔵所（定期点検を必要とするもので、かつ、水張又は水圧検査を実施 

するものに限る。）の沈下測定記録書 

カ  給油取扱所の給油ノズル等及び電動機を新設又は変更するものにあっては、給油ノ 

ズル及び電動機の接地抵抗値測定結果 

キ  移送取扱所にあっては、配管の非破壊試験及び耐圧試験結果 

３  完成検査前検査申請の添付書類及び処理等 

（１）基礎･地盤検査及び溶接部検査 

ア  当該申請に係る設置許可又は変更許可の申請書の写し及び許可書の写し各１部を検 

査申請書（正本）に添付すること。 

イ  検査日までに自主検査結果を１部提出すること。当該自主検査結果は完成検査前検 

査申請書（正本）に添付すること。 

（２）水張検査･水圧検査 
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ア  完成検査前検査申請書には添付図書は要さないものとする。ただし、申請のあった 

消防署の管轄地外にタンクを設置する場合は、構造明細図書（タンクの構造、材質、

寸法、容量計算が記載された図面）を２部添付すること。 

イ  省令様式第14に規定するタンク検査済証（副）は、次のとおりとする。 

（ア）材質は、真ちゅうとし、厚さ0.5㎜以上とする。（昭和46年７月27日付消防予第106 

号） 

（イ）検査済証は、エッチング加工とし、検査圧力、検査番号及び検査年月日の記入は 

刻印とする。（昭和46年７月27日付消防予第106号） 

例 図 

 

（ウ）検査済証の取付け位置は、地下タンクにあってはマンホール付近、その他のタン 

クにあっては側板下部付近の見やすい位置とする。（昭和46年10月22日付消防予第 

151号） 

ウ 次に掲げる場合には水張検査･水圧検査が必要となる。 

（ア）危険物タンクを設置する場合 

政令第８条の２第２項に定める液体危険物タンク(製造所又は一般取扱所に設

置される政令第９条第１項第20号に規定する危険物を扱うタンク(以下｢20号タン

ク｣という。)にあっては指定数量以上の容量のもの。)を設置するとき。 

（イ）液体危険物タンクのタンク本体の変更工事をする場合 

タンク本体の変更工事については｢屋外貯蔵タンクのタンク本体に関する変更

工事に係る完成検査前検査等〈例示〉｣を参照のこと。 

（ウ）危険物タンクの使用条件が検査時の条件を超える場合 

圧力タンクで最大常用圧力が変更前の完成検査前検査時に設定された最大常用

圧力を超える場合、検査時の容量を超えた容量で危険物を貯蔵する(政令第５条第

３項に規定される特殊な構造又は設備で認められた量を超える場合等)場合など、

従前の完成検査前検査の条件を超えて危険物を貯蔵するとき。 

伊  丹  市 
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（エ）廃止された製造所等の危険物タンクを再利用する場合（昭和56年２月３日付消防 

危第10号） 

廃止された製造所等に設置されていた危険物タンク（20号タンクにあっては指

定数量以上の容量のもの。）を、新たに製造所等に設置しようとするとき。 

（オ）品名の変更により20号タンクが指定数量以上となる場合 

指定数量未満の危険物を貯蔵していた20号タンクが品名の変更により指定数量

以上の危険物を貯蔵することとなる場合。 

（カ）非危険物タンクが危険物タンクとなる場合 

既設の非危険物タンクが貯蔵する物品を危険物に変更するため危険物タンク

（20号タンクにあっては指定数量以上の容量のもの。）となるとき。 

エ 上記ウに係わらず、以下のものは水張検査･水圧検査を要しないことができる。 

（ア）製造所と一般取扱所の間で施設区分が変更となる場合（平成９年６月２日付消防 

危第70号） 

製造所と一般取扱所の間での施設区分の変更は用途の廃止届出及び設置に係る

許可の手続きにより行うこととなるが、この手続きに関し20号タンクの位置、構造

及び設備に変更がなく、当該20号タンクの経歴や維持管理状況等の確認により当該

タンクが政令第11条第１項第４号(水張又は水圧試験に係る部分に限る。)等の基準

に適合するとき。 

（イ）20号タンクを直接移設する場合（平成10年10月13日付消防危第90号引用） 

製造所又は一般取扱所に設置されており、定期点検の記録等により適正に維持

管理されていることが確認できる20号タンクについて、タンク本体の変更を行わ

ずに市内の別の製造所又は一般取扱所に直接移設する場合。 

オ 次に掲げる水張検査･水圧検査については検査方法の特例によることができる。 

（ア）廃止施設の鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを再利用する場合（平成10年10 

月13日付消防危第90号） 

廃止された危険物施設に埋設されている鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを

他の場所の危険物施設に埋設し再利用する場合は完成検査前検査が必要となるが、

強化プラスチック製の外殻を取り外すことなく定期点検の加圧試験(水による加圧。

試験圧力70㎪)による完成検査前検査を実施できるのは市内のタンクを再利用する

場合のみとする。 

なお、他都市に埋設する場合は移設先の市町村長が認めた場合のみ実施する。 

（イ）指定数量未満の20号タンクが指定数量以上のタンクとなる場合 

容量が指定数量未満の20号タンク(完成検査前検査未実施で、屋外又は屋内に設

置されたものに限る。)がタンク本体を変更せず品名又は倍数の変更で指定数量以

上となる場合、さび止め塗装を撤去せずに当該タンク外面のよごれ等を清掃除去

した上で、タンクの水張による24時間静置後の液量の変化及び貯蔵物品の漏洩の
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有無の確認によることができる。なお、自主試験結果のあるタンクにあっては、

完成検査前検査で貯蔵する液体を変更前の貯蔵危険物とすることができる。 

（ウ）非危険物タンクが指定数量以上の20号タンクとなる場合 

完成検査前検査未実施の非危険物タンクがタンク本体を変更せず貯蔵物品の変

更で指定数量以上の危険物タンクとなる場合、完成検査前検査においてのさび止

め塗装の撤去は溶接部のみとすることができる。なお、自主試験結果のあるタン

クにあっては、完成検査前検査に貯蔵する液体を変更前に貯蔵している非危険物

とすることができる。 

（エ）製造所等の区分変更又は同一敷地内での位置変更の場合 

製造所等の区分変更又は同一敷地内での位置変更の手続きを製造所等の廃止及

び設置により処理する場合に限り、当該製造所等において使用していた付属タン

ク等の水張検査又は水圧検査はさび止めの撤去を行わない状態での24時間の外観

検査及び気密検査とすることができる。 

（オ）製造所又は一般取扱所のユニットに組み込まれた状態で輸入され、かつ、海外の 

公正かつ中立な検査機関により検査が実施されている場合（平成13年３月23日付消 

防危第35号） 

当該ユニットから液体危険物タンクを取り外し、塗料を剥がすなどの処理を行っ 

た後に試験を実施することで、安全性を損なう恐れがある場合は、海外の公正かつ

中立な検査機関により作成された検査報告書（政令９条第１項第20号の水張試験又

は水圧試験と同等以上の試験が実施されたものに限る。）を活用することにより、

水張試験又は水圧試験を実施してもよい。 

（カ）既設の地下貯蔵タンクに、内部の腐食を防止するためのコーティングを実施する 

際にマンホールの取付け工事を実施する場合 

水圧検査に代えて、告示第71条第１項第１号に規定するガス加圧法とすることが 

できる。 

（３）屋外貯蔵タンク又は屋内貯蔵タンクの変更工事に係る完成検査前検査等 

屋外貯蔵タンクの変更工事に係る完成検査前検査等については次表によること。 

なお、屋外貯蔵タンクの例によることとされている製造所及び一般取扱所の危険

物を取り扱うタンクで屋外又は屋内にあるもの、並びに屋内タンク貯蔵所の屋内貯

蔵タンクについても同様の取扱いとなること。（昭和59年７月13日付消防危第72号） 
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〇屋外貯蔵タンクのタンク本体に関する変更

工事に係る完成検査前検査等<例示> 

 

完
成
検
査
前
検
査 

不
要 

溶接部試験 

（漏れ試験） 

 

水
張
検
査 

（１）側板、底板又はアニュラ板（以下「タンク板」という。）の取替工事 

（２）側板の段の追加又は削減工事 

（３）タンク板におけるはめ板復旧工事（ノズル・マンホール等の取り外し、

サンプリングカット等） 

（４）側板と側板（接液部に係るものに限る。）、側板とアニュラ板（アニュラ

板を設けないものにあっては底板）との溶接継手の補修工事 

（５）底部に係る重ね補修工事（側板から 600mm の範囲以外の部分のみに係

るもので張出し部を除く底部の面積の２分の１未満の規模のものを除

く。） 

（６）底部に係る溶接部補修工事 

本
体
に
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る
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タ
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溶
接
部
検
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（７）（５）以外の底部に係る重ね補修工事 

（８）側板の接液部に係る重ね補修工事 

（９）側板の接液部以外の部分に係る溶接部補修工事、重ね補修工事 

（10）タンク板におけるノズル・マンホール等の取付工事、溶接部補修工事 

（11）屋根に係る工事 

（12）側板及び底部に係る肉盛補修工事（溶接部に対する熱影響が軽微なもの

に限る。） 
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（１）タンク板の取替工事 

（２）側板と側板（溶液部に係るものに限る。）、側板とアニュラ板（アニュ

ラ板を設けないものにあっては底板）との溶接継手の補修工事 

（３）底部に係る補修工事（特定屋外貯蔵タンクの変更の工事における（５）

及び（６）に同じ。） 

（４）側板の接液部以外の部分に係る溶接部補修工事 

（５）タンク板におけるノズル・マンホール等の取付工事 

（６）（３）以外の底部に係る補修工事 

（７）屋根に係る工事 
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（注） 溶接部に対する熱影響が軽微な肉盛り補修工事とは､溶接継手から母材の板厚の５

倍以上の間隔を有している肉盛り補修工事をいうものであること。 

４  完成検査の方法（平成９年３月26日付消防危第35号） 

（１）完成検査は許可申請書の正本に基づいて行い、完成検査時において確認検査等がで 

きないと認められる内容については適宜中間検査を実施し、その結果を調査書にすべ 

て記入すること。 

（２）完成検査の際には、設置者が事前に実施した自主検査結果等を活用すること。その 

際には事前に確認する事項を申請者と十分調整すること。この場合、現地で自主検査 

結果等により確認した事項を調査書にすべて記入すること。なお、活用方法について 

は、次に示すとおりとする。 

ア  位置、構造及び設備(消火設備等を除く。)に係る事項 

設置者等の自主検査結果報告書、自主検査結果データ、施工管理記録、施工記録

写真、製造者の検査結果証明書（ミルシート）、検査記録写真等を活用すること。

ただし、技術上の基準の適合状況が確認できる必要最小限のものとすること。 

イ  消防用設備等に係る事項 

製造者の検査成績証明書、設置者の検査記録写真、消防用設備等試験結果報告書

等を活用することができる。なお、完成検査事項等については、次のとおりとする 

（ア）工事規模等ごとの消火設備の完成検査事項 

ａ  設置及び増設の変更工事 

新規の設置工事又は増設の変更工事においては、１つの防護区画等で放出試験

を行うこと。なお、小規模な泡ヘッドの増設については消火薬剤の放出を水に替

えることができる。 

ｂ  上記以外の変更工事 

放出口、附属設備、配管等の取替え又は配管の小規模なルート変更等の変更工

事においては、消火薬剤の放出試験及び通水等の試験は省略し、外観、仕様等に

ついてを確認するものとする。ただし、配管の取替又は変更については、通水等

の自主試験を実施すること。 

（イ）警報設備のうち、自動火災報知設備及び非常ベルについては抜き取りの作動試験を 

行うこと。 

ウ   消防用設備等試験結果報告書に該当項目のないものの取扱い 

泡消火設備の泡チャンバー、泡モニター等で消防用設備等試験結果報告書の欄に

明記されていない機器については、当該報告書中の｢ア 外観試験の泡放出口の機器

の泡ヘッドの欄｣、｢ウ 総合試験の泡放射試験(低発泡のものによる)の固定式の欄｣、

｢備考の欄｣等を用いて記載するものとする。 

（３）完成検査後の試運転用工事架台等の取扱い 

完成検査後の試運転時に保守及び監視等で必要となる工事用架台等は撤去予定の
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確認ができれば完成検査時において認めてもよい。 

５  完成検査後及び完成検査前検査後の処理 

（１） 検査後はすみやかに適合又は不適合の処理をすること。具体的には次の場合とする。 

ア  政令の技術上の基準に適合していない場合 

イ  政令の技術上の基準に適合しているが、申請書の内容と異なるもので、次に掲げる 

場合 

（ア）製造所等の位置を著しく変更した場合 

（イ）製造所等の建築物の構造を変更した場合（部分変更を除く。） 

（ウ）製造所等の敷地面積又は建築面積を著しく変更した場合 

（エ）危険物を取り扱う設備を増設し、又は変更した場合（変更の内容が軽易なものを 

除く。） 

（オ）タンクの容量を増減し、省令第３条に定める空間容積内で処理できない場合 

（カ）政令及び省令で定める製造所等の附属設備を増設し、又は変更した場合（変更の

内容が軽易なものを除く。） 

（２）前（１）による不適合事項があっても、当該検査終了までに申請書どおりに補修等 

がなされ、完成したときは、不適合処分としないこと。 

（３）前（１）に掲げる以外の場合においては、不適合とせず、資料提出又は図面訂正に 

より処理すること。 
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第４  譲渡又は引渡届 

１  譲渡又は引渡となる契約の内容の例 

（１）管理委託契約が締結された場合（昭和58年11月17日付消防危第119号） 

貸借契約の締結等により管理の主体が移転する場合で、運営管理に伴う保安上の

責任及び製造所等の変更権が受任者に移転すること等が特約されている場合は、引

渡となる。 

（２）会社等が合併された場合 

設置者である会社が、吸収合併又は新設合併された場合は、存続会社又は新設会

社が譲渡を受けた者となる。 

２  譲渡又は引渡の証明 

（１）譲渡の証明 

譲渡の登記の写し若しくは譲渡契約書の写し又は譲渡人の発行した所有権を移転

した旨の証明書を添付すること。 

（２）引渡の証明 

引渡に係る契約書の写し又は引渡人の発行した引渡の契約がなされた旨の証明書

を添付すること。 

３  移動タンク貯蔵所譲渡の特例 

第14 移動タンク貯蔵所に係る申請等の規定によること。 

４  譲渡又は引渡とならない例 

次の場合は、軽微変更届出書により資料を提出すること。 

（１）製造所等の変更権を伴わない管理者の変更 

ア  雇用契約が締結されている従業員に管理権を委任した場合 

イ  製造所等の管理を他人に委任した場合 

（２）設置者の名称変更 

ア  同一組織内の所管変更により、設置者が変更した場合 

イ  国又は地方公共団体等の製造所等で、庁、部局等の長が設置者となっているもので 

組織内の所管変更により、設置者が他の庁、部局等の長に変更された場合 

ウ 設置者である会社等の名称を変更した場合 
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第５  品名、数量又は指定数量の倍数変更届等 

１ 品名、数量又は指定数量の倍数変更届は、現に許可を受けている位置、構造及び設備 

に変更がなく、危険物の品名、数量又は指定数量の倍数の変更だけを行う場合とする。

ただし、指定数量の倍数の変更に伴い保有空地の増大が必要となる場合は変更許可が必 

要となり、減少する場合は倍数変更届への図面の添付が必要となる。 

２ 品名の記載のみでは指定数量が不明な物品については、規則第10条第２項の規定によ 

り、危険物データベース登録確認書又は確認試験結果報告書等を添付すること。 

３  危険物の規制に関する政令等の一部を改正する政令(昭和63年政令第358号)及び危険 

物の規制に関する規則の一部を改正する省令(平成元年省令第５号)の附則により、当該

製造所等に係る指定数量の倍数が、平成２年５月23日における指定数量の倍数を超えな

いことを条件に新たな基準を適用しないこととされている製造所等については、当該指

定数量の倍数を超えないこと。 

４  危険物以外の物品の貯蔵の届出について 

危険物以外の物品を貯蔵する場合、届出は以下のとおりとする。 

（１）省令第38条の４第１号（ヘを除く。）及び第２号（危険物に該当しない不燃性の 

物品は除く。）に係る物品については、その物品名及び数量を品名、数量又は指定 

数量の倍数変更届書により届け出ること。 

（２）省令第38条の４に定めるもののうち、上記(1)以外の物品及び必要最小限の危険物 

の貯蔵に伴い必要なパレット等の貯蔵用資材、段ボール等の梱包用資材、空容器類、 

フォークリフト等の荷役機器、油吸着マット等の防災資機材等を貯蔵する場合は、 

その物品名及び数量を軽微変更届出書により届け出ること。 

５  同一品名のうち化学名を変更するときは、軽微変更届出書により届け出ることができ 

る。 
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第６  廃止届等 

１  廃止届の留意事項 

（１）届出者は、設置者と同一人であること。 

（２）廃止届には、規則第11条の規定により最新の完成検査済証及びタンク検査済証（副）

を添付すること。なお、紛失等により添付できないときは理由書を提出すること。 

（３）「廃止年月日」の欄は、製造所等の用途を廃止した日であり、届出年月日と同一日 

又はそれ以前の日付とすること。 

（４）「残存危険物の処理」の欄には、火災・爆発等の事故防止のため危険物施設内に可 

燃性混合気が滞留しない状態とした等の処理をした方法を記載すること（平成17年１ 

月14日付消防危第14号） 

（５）地下貯蔵タンクの用途を廃止するときにあっては、平成３年７月11日付消防危第78 

号に定める「地下貯蔵タンクの用途廃止に係る安全管理指針」に基づく処理の実施を 

指導すること。 

（６）危険物設備、配管、タンク等は原則撤去で指導すること。なお、タンクを埋設した

状態にしておく場合は、原則砂埋めとし、配管を残置する場合も封止等の措置を指導

すること。 

(７)廃止に伴う製造所等からの危険物の抜き取り量の合計が、指定数量を超過するときは、

別途仮貯蔵、仮取扱申請を必要とする。 

（８）事前に危険物の抜き取りの有無、洗浄方法、解体作業等について十分に協議し、そ

の内容を廃止届の残存危険物の処理の欄に記載させるとともに、必要に応じて資料を

添付させること。 

（９）必要に応じて現地確認を実施すること。 
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第７  資料提出（軽微変更届出）等 

１  変更許可を要しない軽微な変更工事の範囲 

製造所等の変更工事が法第10条第４項の位置、構造及び設備の基準（以下「基準」 

という。）に関係する場合は、法第11条後段の規定に基づき原則として変更許可が必

要である。しかし、維持管理を目的とする工事が行われる結果、基準の内容と関係が

ない工事については変更許可を要しない。したがって、製造所等を構成する部分のう

ち危険物以外の物質を貯蔵し、又は取り扱う部分（以下「非対象設備」という。）に

ついては、位置の基準並びに消火設備及び警報設備以外の基準の適用はないため、非

対象設備のみの変更工事が行われる場合において位置又は消火設備若しくは警報設備

に変更を生じないものについては、変更の許可を要しない。 

また、危険物を貯蔵し、若しくは取り扱う部分（以下「対象設備」という。）又は

対象設備と非対象設備の両方の部分に関して行われる変更工事については、位置、構

造及び設備の基準との関連により変更許可を要するかどうかについて判断する必要が

ある。 

他方、形式的には基準の内容と関係が生じる場合においても、その内容が軽微であ

るため保安上の問題が生じないものについては、変更の許可を要しないものとする。 

したがって、変更工事については、その形態に応じ資料等による確認を実施し、当

該変更工事が基準の内容と関係が生じないものであると判断できる場合又は形式的に

は基準の内容と関係が生じるが保安上の問題を生じさせないものであると判断できる

場合は資料等による確認を実施せずに、当該変更工事を「軽微な変更工事」として変

更許可を要しないものとする。 

２ 「軽微な変更工事」の判断基準（平成14年３月29日付消防危第49号引用） 

（１）工事の内容が極めて軽微であることから、基準の内容と関係が生じないこと、又は 

保安上の問題を生じさせないことが明白であるものについては、資料等による確認を 

要することなく、「軽微な変更工事」として変更許可を要しないものとする。 

この場合においては、事後における資料等の提出も要しない。 

（２）変更工事の内容が基準の内容と関係が生じるかについて確認する必要があるものに 

ついては、「確認を要する変更工事」として事前に工事内容の資料等の提出を要する 

こと。この場合において、工事の内容が基準の内容と関係が生じないもの、又は保安 

上の問題を生じさせないことが明らかであることになった場合は、「軽微な変更工事」 

として変更許可の手続を要しないものとする。 

変更工事が、保安上の問題を生じさせないものであると判断するための要件をあら

かじめ一律に定めることは困難であるが、一般的には、少なくとも次の要件を満たす

必要がある。 

ア  変更工事に伴い、製造所等の許可に係る危険物の品名、数量又は指定数量の倍数の 

変更がないこと。 
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イ  変更工事に伴い、位置に係る技術上の基準に変更がないこと。 

ウ  変更工事に伴い、建築物又は工作物の技術上の基準のうち、防火上又は強度上の理 

由から必要とされる基準に変更がないこと。 

エ  変更工事に伴い、通常の使用状態において、可燃性蒸気又は可燃性微粉の滞留する 

おそれのある範囲の変更がないこと。 

３  「軽微な変更工事」の具体的な判断基準 

（１）製造所等において行われる小規模な変更工事（平成14年３月29日付消防危第49号） 

ア  変更工事の内容もさまざまであるが、「資料による確認を要さない軽微な変更工事」 

と「確認を要する変更工事」に関する具体的な判断資料は、表１のとおりである。判 

断にあたり、表１中の「取替」、「補修」等の工事区分の定義及び備考欄の確認事項 

に注意すること。 

イ  表１に掲げられていない変更工事であっても変更の程度がこれらの例の何れかと類 

似又は同等であると認められるものについては、「軽微な変更工事」となる場合があ 

る。 

ウ  製造所等において行われる変更工事が「変更許可を要する変更工事」又は「軽微な 

変更工事」に該当するかの判断のフローは図１に示すとおりである。 

（２）屋外タンク貯蔵所のタンク本体及び付属設備の小規模な溶接工事（平成９年３月26

日付消防危第36号） 

ア  屋外タンク貯蔵所のタンク本体及び付属設備の小規模な肉盛補修、重ね補修等の溶 

接工事は、「確認を要する変更工事」に該当する。 

イ  当該溶接工事が「軽微な変更工事」に該当する具体的な判断資料は、表２のとおり 

である。 

４ 「確認を要する変更工事」等の手続き 

（１）任意様式による資料により事前に「軽微な変更工事」又は「変更許可を要する変更 

工事」に該当するかを確認し、軽微な変更工事と判断された場合は規則第９条第１項 

第２号の規定に基づき「製造所等の軽微な変更の届出」が必要である。 

変更工事の内容が基準と関係が生じた時又は保安上の問題が生じた時は、当該変更

工事は変更許可を要する工事となる。 

（２）前３（２）に係る工事関係資料には溶接工事がタンクの補修基準に適合し、タンク 

本体に熱的影響の少ない溶接工事方法、自主検査方法、施工管理方法等を添付するこ 

と。なお、特定屋外貯蔵タンク又は準特定屋外貯蔵タンクの場合は溶接部検査に係る 

タンク本体の変更工事に準じた資料を添付するとともに非破壊検査を行うよう努め 

ること。 

（３）工事の形態により、「変更許可を要する工事」と「確認を要する変更工事」とを同 

時に行う場合には、変更許可申請書に「確認を要する変更工事」の資料を添付するこ 

とができる。（平成14年３月29日付消防危第49号） 
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（４）軽微な変更工事のうち、溶接等火花を発する器具等を使用する極めて小規模な変更 

工事又は工事期間中の安全確認のために必要な場合にあっては、規則第13条の２第１ 

項の規定による火気使用工事届を提出すること。なお、「確認を要する変更工事」の 

手続きを行う際に、上記資料を添付することにより、火気使用工事届を省略すること 

ができる。 

（５）「軽微な変更工事」を実施した場合は、許可申請と同様に構造及び設備を明示した 

書類又は図面に、実施日及び内容等を必ず記録保存すること。 

 

図１ 製造所等において行われる変更工事に係る判断のフロー 

 

 

                   変更工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 意 

１  第１段階の判断は設置者等が表１等により行い、表の確認を要する変更工事に該当す 

るもの等は軽微な変更工事に該当するかの判定が必要なものとなる。 

２  確認を要する変更工事は任意様式による資料を提出して、消防の確認を受け、軽微な 

変更工事に該当するかを決定する。 

 

 

明白に基準の内容と関係が生

じない、又は保安上の問題を

生じさせない 

許可を要する変更工事 

（変更許可） 

軽微な変更工事 

（許可を要しない） 

確認を要する変更工事 

基準の内容と関係が生じな

い、又は保安上の問題を生じ

させない 

YES NO 

YES NO 
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表１ 確認を要しない変更工事等の具体的な例示 

１  変更工事の区分 

変更工事は、「取替」、「補修」、「撤去」、「増設」、「移設」及び「改造」に

区分する。 

２  取替等の定義 

(1)「取替」とは、製造所等を構成する機器・装置等を既設のものと同等の種類、機能・ 

性能等を有するものに交換し、又は造り直すことをいい、「改造」に該当するものを除 

く。 

（2）「補修」とは、製造所等を構成する機器・装置等の損傷箇所等の部分を修復し、原状 

に復することをいい、「改造」に該当するものを除く。 

（3）「撤去」とは、製造所等を構成する機器・装置等の全部又は一部を取り外し当該施設 

外に搬出することをいう。 

（4）「増設」とは、製造所等を構成する機器・装置等の設備を設置することをいう。 

（5）「移設」とは、製造所等を構成する機器・装置等の設置位置を変えることをいう。 

（6）「改造」とは、現に存する製造所等を構成する機器・装置等の全部又は一部を交換、 

造り直し等を行い当該機器・装置等の構成、機能・性能を変えることをいう。 

 

 

表１ 具体的例示（共通事項） 

構造、設備等の名称 確認を要する変更 

工事 

確認を要しない軽微

な変更工事 

備考（確認を要する変更工事につい

て軽微な変更となる場合の確認事

項の例） 

１ 建築物及び工作物 

（建築物） 

屋根（キャノピー含む。）、

壁、床、はり等 

 補修  

防火上重要でない間仕切

壁 

増設、移設、改造、

撤去 

取替、補修 ・他の壁の構造基準に変更がな 

いこと 

・消火設備、警報設備及び避難 

設備に変更がないこと（ただ

し、消防設備の軽微な変更工

事の範囲を除く） 

内装材  取替、補修、撤去  

防火設備  取替、補修  

ガラス・窓・窓枠  取替、補修  

階段  取替、補修  
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（工作物） 

保安距離、保有空地の代

替措置の塀・隔壁 

 補修  

架構  補修  

配管、設備等の支柱・架

台、耐火措置 

取替 補修 ・配管、設備の耐震計算等に変

更がないこと 

・耐火性能、耐火被覆材料、施

工方法に変更がないこと 

歩廊、はしご  取替、補修  

（保有空地） 

植栽 増設、移設、改造 取替、補修、撤去 ・保有空地に係る基準に変更が

ない 

２ タンク等 

（基礎等） 

犬走り・法面・コンクリ

ートリング 

補修  ・ひび割れに対するパテ埋め又

はこれと同等のもの 

地下タンク上部スラブ 補修  ・ひび割れに対するパテ埋め又

はこれと同等のもの 

（構造等） 

屋根支柱・ラフター・ 

ガイドポール等 

補修  ・タンク重量の増減による耐震

計算等に変更がないこと 

屋外タンクの支柱の耐火

措置 

 取替、補修  

階段・はしご・手摺り等 取替 補修 ・タンク重量の増減による耐震

計算等に変更がないこと 

（設備等） 

タンク元弁  取替、補修  

通気管（地上部分に限る） 取替 補修  

サクションヒーター・ヒ

ーターコイル等の加熱配

管等（蒸気、温水等を用

いたものを除く） 

取替 補修 ・管径、板厚、材質、経路の変

更がないこと 

・危険物の取扱いに変更がない

こと 

・加熱の状態、方法等に変更が

ない 
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サクションヒーター・ヒ

ーターコイル等の加熱配

管等（蒸気、温水等を用

いたものに限る） 

 取替、補修  

内面コーティング（屋外

貯蔵タンクを除く） 

増設、移設、改造、

撤去 

取替、補修 ・貯蔵危険物とコーティングの

組合せが不適正でないもの 

・タンクからの漏えいを誘発す

るおそれのないこと 

雨水浸入防止措置  増設、移設、改造、

取替、補修、撤去 

 

３ 危険物設備等 

（配管等） 

配管 

（地下配管・移送取扱所

を除く） 

取替、補修、撤去  ・管径、板厚、材質、経路の変

更がないこと 

・危険物の取扱いに変更がない

こと 

配管（地下配管・移送取

扱所を除き、フランジで

結合されるものに限る） 

補修、撤去 取替  

配管のベントノズル・ド

レンノズル・サンプリン

グノズル等（移送取扱所

を除く） 

増設、移設、改造 取替、補修、撤去 ・管径、板厚、材質、経路の変

更がないこと 

・危険物の取扱いに変更がない

こと 

配管の加熱装置（蒸気・温水

等を用いたものに限る） 

 取替、補修  

配管の加熱装置（蒸気・温水

等を用いたものを除く） 

取替 補修 ・熱媒体となる物質に変更がな

いこと 

配管ピット・注入口ピッ

ト・地下配管接合部の点

検ます 

 取替、補修  

漏洩点検口 

（移送取扱所） 

 取替、補修  

漏洩検知装置 

（移送取扱所） 

取替 補修  

配管に設けられる弁 

（移送取扱所を除く） 

撤去 取替、補修 ・危険物の取扱いに変更がない

こと 
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（機器等） 

ポンプ設備 

（移送取扱所を除く） 

取替、撤去 補修 ・危険物の取扱いに変更がない

こと 

・電気機器の場合、可燃性蒸気

の滞留のおそれのある範囲に

設置しないこと 

熱交換器 撤去 取替、補修 ・危険物の取扱いに変更がない

こと 

熱交換器に附属する送風

設備（電動機を除く）、

散水設備等 

 取替、補修  

撹拌装置（電動機を除く） 撤去 取替、補修 ・危険物の取扱いに変更がない

こと 

炉材  取替、補修  

反応器等の覗き窓ガラス

（サイトグラス） 

 取替、補修  

加熱・乾燥設備に附属す

る送風・集塵装置 

（電動機を除く。） 

撤去 取替、補修 ・可燃性蒸気又は微粉の送風・

集塵方法に変更がないこと 

波返し・とい・受け皿等

飛散防止装置 

撤去 取替、補修 ・危険物のもれ、あふれ又は飛

散に対する措置に変更がない

こと 

ローディングアーム・ア

ンローディングアーム

（移送取扱所を除く。） 

取替、撤去 補修 ・電気機器の場合、可燃性蒸気

の滞留のおそれのある範囲に

設置しないこと 

ローラーコンベアー等危

険物輸送設備 

（電動機を除く。） 

撤去 取替、補修 ・危険物の取扱いに変更がない

こと 

可燃性ガス回収装置 取替、撤去 補修 ・可燃性ガス回収の保安管理に

変更がないこと 

保温（冷）材（屋外貯蔵

タンクのタンク本体に係

るものを除く。） 

撤去 取替、補修 ・保温（冷）材の撤去により、

危険物の温度変化による危険

性を増やさないこと 

排出設備 

（ダクト等を含む） 

取替 補修 ・電気機器の場合、可燃性蒸気

の滞留のおそれのある範囲に

設置しないこと 
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換気設備 

（ダクト等を含む） 

 取替、補修  

電気防食設備  取替、補修  

（制御装置・安全装置） 

圧力計、温度計、液面計

等現場指示型計装設備 

増設、移設、改造 取替、補修、撤去 ・危険物の取扱いに変更がない

こと 

・新たに配管又はタンクにノズ

ルを設ける等変更がないこと 

安全弁・破裂板等安全装置  取替、補修  

温度・圧力・流量等の調

節等を行う制御装置（駆

動源・予備動力源等を含

む。） 

取替 補修 ・危険物の取扱いに変更がない

こと 

緊急遮断（放出）装置（安

全弁等を除く。）・反応

停止剤供給装置等の緊急

停止装置（駆動源・予備

動力源・不活性ガス封入

装置等を含む。） 

取替 補修 ・緊急停止等に係る制御条件に

変更がないこと 

地下タンクのマンホール

プロテクター 

増設、移設、改造、

取替、撤去 

補修 ・上部スラブの変更を伴わない

こと 

４ 防油堤及び排水設備等 

（防油堤） 

防油堤（仕切提を含む。） 補修  ・ひび割れに対するパテ埋め又

はこれと同等のもの 

・配管等の変更を伴わないこと 

防油堤水抜弁 増設、移設、改造、

撤去 

取替、補修 ・水抜弁を複数にすること 

・複数の水抜弁のうち、撤去し

ても基準を満足すること 

・防油堤の技術上の基準に抵触

しない 

防油堤水抜弁の開閉表示

装置 

増設、移設、改造、

撤去 

取替、補修 ・水抜弁の開閉表示を複数にす

ること 

・複数の開閉表示のうち、撤去

しても基準を満足すること 
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防油堤の階段（防油堤と

一体構造のもの。） 

取替 撤去 ・防油堤の基礎等の変更を伴わ

ないこと 

・省令２２号第２項第１６号の

規定に基づくものではないこ

と 

防油堤の階段 

（防油堤と一体構造でな

いもの。） 

増設、移設、改造、

撤去 

取替、補修 ・防油堤の基礎等の変更を伴わ

ないこと 

・省令２２号第２項第１６号の

規定に基づくものではないこ

と 

（排水溝等） 

排水溝・ためます・油分

離層・囲い等 

取替 補修  

危険物が浸透しない材料

で覆われている地盤面・

舗装面（地下タンクの上

部スラブを除く。） 

 補修  

５ 電気設備等 

電気設備 増設、移設、改造、

撤去 

取替、補修 ・電気機器の場合、可燃性蒸気

の滞留のおそれのある範囲に

設置しないこと 

避雷設備  取替、補修  

静電気除去装置  取替、補修  

６ 消火設備及び警報設備 

（消火設備） 

ポンプ・消火薬剤タンク 取替 補修  

１～３種消火設備（散水、

水幕設備を含む。）の配

管、消火栓本体、泡チャ

ンバー等の放出口等（泡

ヘッドを除く。） 

取替 補修  

１～３種消火設備の弁、

ストレーナー、圧力計等 

 取替、補修  

第４・５種消火設備 増設、移設、改造 取替、補修 ・自主設置に係るもの 
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消火薬剤  取替  

（警報設備） 

警報設備（自動火災報知

設備の受信機・感知器を

除く） 

増設、移設、改造 取替、補修 ・警戒区域に変更がないこと 

自動火災報知設備の受信

機 

 取替、補修  

自動火災報知設備の感知

器 

 取替、補修  

７ その他 

標識・掲示板 増設、移設、改造 取替、補修 ・自主的に増設するもの 
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表１－２ 具体的な例示（施設別事項） 

構造、設備等の名称 確認を要する変更 

工事 

確認を要しない軽微

な変更工事 

備考（確認を要する変更工事

について軽微な変更となる

場合の確認事項の例） 

【一般取扱所】 

ボイラー・炉等のバー

ナーノズル 

 取替、補修  

塗装機噴霧ノズル・ホ

ース等 

 取替、補修  

運搬容器の充てん設備

（固定注油設備） 

撤去 取替、補修 ・危険物の取扱いに変更がな

いこと 

分析計（キュービクル

内取付を含む。）「分

析計（例）サルファー

分析計・ガスクロマト

グラフィ等」 

 取替、補修、撤去  

作業用広報設備 

（スピーカー） 

 増設、移設、改造 

取替、補修、撤去 

 

【屋内貯蔵所】 

ラック式以外の棚  取替、補修、撤去  

ラック式棚 取替 補修 ・耐震計算等に変更がないこと 

冷房装置等 取替 補修 ・電気機器の場合、可燃性蒸

気の滞留のおそれのある範

囲に設置しないこと 

【屋外タンク貯蔵所】 

可とう管継手（認定品）  取替  

可とう管継手 

（認定品以外） 

取替  ・管径、経路の変更がないこと 

ローリングラダー 

（浮き屋根に設ける設

備） 

取替 補修 ・タンク重量の増減による耐

震計算等に変更がないこと 

ポンツーン 補修  ・タンク重量の増減による耐

震計算等に変更がないこと 

浮き屋根のウェザーシ

ールド（浮き屋根に設

ける設備） 

 取替、補修  
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浮き屋根のシール材

（浮き屋根に設ける設備） 

取替 補修 ・タンク重量の増減による耐

震計算等に変更がないこと 

ルーフドレン 

（浮き屋根に設ける設備） 

取替 補修 ・タンク重量の増減による耐

震計算等に変更がないこと 

保温（冷）材  取替、補修  

流出危険物自動検知警

報装置 

 取替、補修  

コーティング 増設、移設、改造、

取替、撤去 

補修 ・貯蔵危険物とコーティングの

組合せが不適切でないもの 

・タンク底部からの漏えいを誘

発するおそれのないこと 

【屋内タンク貯蔵所】 

出入口の敷地  取替、補修  

【簡易タンク貯蔵所】 

固定金具  取替、補修  

【移動タンク貯蔵所】 

底弁、底弁の手動・自

動閉鎖装置 

 補修  

マンホール・注入口の

ふた 

 取替、補修  

マンホール部の防熱・

防塵カバー 

 取替、補修  

品名数量表示板 移設 増設、改造、取替、

補修 

・自主的に設置するもの 

Ｕボルト  取替、補修  

可燃性蒸気回収ホース  取替、補修  

注油ホース（ノズル及

び結合金具を含む。）

（積載式以外） 

 取替、補修  

箱枠 取替、補修  ・箱枠の溶接線補修であること 

・重量の増減によるすみ金具等

の荷重計算に変更がないこと 
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積載式の移動貯蔵タン

クの追加 

増設  ・ＩＳＯコンテナで国際海事

機関が確認しているタンク 

・タンク重量の増減によるす

み金具等の荷重計算に変更

がないこと 

【屋外貯蔵所】 

周囲の柵  取替、補修  

ラック式棚 取替 補修 ・耐震計算等に変更がないこ

と 

固体分離槽 取替 補修  

シート固着装置  取替、補修  

【給油取扱所】 

（工作物） 

防火塀  補修 ・ひび割れに対するパテ埋め

又はこれと同等のもの 

犬走り、アイランド等  補修 ・ひび割れに対するパテ埋め

又はこれと同等のもの 

サインポール・看板等

（電気設備） 

増設、移設、改造 取替、補修、撤去 ・可燃性蒸気の滞留するおそ

れのある範囲に設置しない

こと 

日除け等 

（キャノピーを除く） 

増設、移設、改造 取替、補修、撤去 ・上屋の面積に変更のないこと 

（給油機器等） 

給油量表示装置 増設、移設、改造 取替、補修、撤去 ・可燃性蒸気の滞留するおそ

れのある範囲に設置しない

こと 

カードリーダー等省力

機器 

増設、移設、改造 取替、補修、撤去 ・可燃性蒸気の滞留するおそ

れのある範囲に設置しない

こと 

通気管のガス回収装置  取替、補修、撤去  

タンクローリー用アー

スターミナル 

増設、移設、改造、

撤去 

取替、補修  

固定給油（注油）設備

（認定品に限る）※１ 

改造、撤去 取替、補修 ・ホース長の変更がないこと 
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（その他の設備機器等） 

混合燃料油調合器・蒸

気洗浄機、洗車機、オ

ートリフト等 ※２ 

取替、撤去 補修 ・可燃性蒸気の滞留するおそ

れのある範囲に設置しない

こと 

自動車の点検等に使用

する機器等（オートリ

フト等を除く。） 

増設、移設、改造 取替、補修、撤去 ・可燃性蒸気の滞留するおそ

れのある範囲に設置しない

こと 

セールスルーム（ショ

ップを含む。）内の電

気設備・給排水設備 

増設、移設、改造 取替、補修、撤去 ・可燃性蒸気の滞留するおそ

れのある範囲に設置しない

こと 

セルフ給油取扱所の監

視機器・放送機器・分

電盤・照明器具 

 取替、補修  

【販売取扱所】 

延焼防止用のそで壁・

ひさし・垂れ壁 

取替 補修  

棚  取替、補修、撤去  

【移送取扱所】 

土盛り等漏えい拡散防

止設備 

 取替、補修  

衝突防護設備  取替、補修  

ポンプ設備 補修   

切替弁・制御弁等  取替、補修  

緊急遮断弁 取替 補修  

ピグ取扱装置 取替 補修  

感震装置 取替 補修  

船舶からの荷卸し又は

荷揚げに用いるローデ

ィングアーム先端のカ

プラー 

改造、撤去 取替、補修 ・ボルトにより取付可能なもの 

巡回監視車  取替、補修  

 

※１ 固定給油設備等の取替について、以下のものについては当該「取替」に該当しない。 

 ① 固定給油設備等の給油ホースの長さを変更する工事 

 ② 給油ホースの先端における最大吐出量を変更する工事 

 ③ ホーススライド機能の追加工事 
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 ④ 固定給油設備等の外装を大きくする工事等に伴い、危険場所が変更前より拡大され 

る工事 

 ⑤ 固定給注油設備等の給油ホースの数を変更する工事 

 ⑥ 油種判定機能の追加工事又は削除工事 

 

※２ 門型洗車機の取替工事に併せ、確認を要する変更工事に以下の工事をすることがで 

きる。 

 ① レールの変更等により洗車機の稼動範囲が変わる工事 

 ② 洗車機に電光掲示板を設置する工事（危険場所範囲外に設けるものに限る） 

     ただし、工事内容が技術基準の内容と関係ないもの、又は技術基準の内容と関係

があっても保安上影響を及ぼさないものに限られる。 
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表２  屋外タンク貯蔵所等の確認を要する変更工事とする小規模な溶接工事 

（平成９年３月26日付消防危第36号） 

工事の種別 工事の内容 

附属設備に係る溶接工

事（タンク附属物取付

用当て板を含む。） 

（１）階段ステップ、配管サポート、点検用架台サポート、アース等

の設備の取付工事 

（２）ノズル、マンホール等に係る肉盛り補修工事 

（３）屋根板及び側板の溶接部以外の部分（以下「気相部」という。） 

におけるノズル、マンホール等に係る溶接部補修工事 

屋根に係る溶接部工事 （１）屋根板（圧力タンク及び浮き屋根式タンクを除く。）の重ね補 

修工事のうち１箇所当たり0.09㎡以下であって、合計３箇所以下 

のもの 

（２）屋根板（圧力タンク及び浮き屋根式タンクを除く。）の肉盛り 

補修工事 

側板に係る溶接工事 （１）側板の気相部分における重ね補修のうち１箇所当たり0.09㎡以 

下のもの 

（２）側板の気相部における肉盛り補修工事 

（３）側板の接液部における肉盛り補修工事のうち、溶接継手から当 

該母材の板厚の５倍以上の感覚を有しているものであって、１箇 

所当たりの補修量が0.003㎡以下、かつ板（母材）１枚当たり３箇 

所以下のもの 

底部に係る溶接工事 （１）側板の内面から600mmの範囲以外のアニュラ板又は底板の重ね補 

修工事で補修基準（平成６年９月１日付消防危第73号通知別添１ 

の補修基準）の分類で○に該当する工事において、１箇所当たり 

0.09㎡以下であって、合計３箇所以下のもの 

（２）側板の内面から600mmの範囲以外のアニュラ板又は底板の肉盛り 

補修工事で、溶接部から当該板の板厚の５倍以上の間隔を有して 

行なわれるものであって、１箇所当たりの補修量が0.003㎡以下で 

あり、かつ、全体の補修量が次に示すもの 

 ア 特定以外の屋外貯蔵タンク         0.03㎡以下 

 イ １万キロリットル未満の特定屋外貯蔵タンク 0.06㎡以下 

 ウ １万キロリットル以上の特定屋外貯蔵タンク 0.09㎡以下 

（３）側板の内面から600mmの範囲以外の底部に係る溶接部補修工事 

で、１箇所当たりの補修長さが0.3m以下であり、かつ、全体の補 

修長さが次に示すもの 

 ア 特定以外の屋外貯蔵タンク         1.0m以下 

 イ １万キロリットル未満の特定屋外貯蔵タンク 3.0m以下 
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 ウ １万キロリットル以上の特定屋外貯蔵タンク 5.0m以下 

製造所等のタンクに係

る溶接工事 

 上記について、屋外タンク貯蔵所又は屋内タンク貯蔵所の例による 

こととされている製造所及び一般取扱所の危険物を取り扱うタンク並 

びに屋内タンク貯蔵所の屋内貯蔵タンクについても同様とする。 

※注１ 溶接工事の量は、保安検査又は開放点検１回当たりに行なわれる工事の量を示す。 

※注２ 表２中の用語の定義 

   ・「重ね補修」とは、母材表面に当て板を行い、当該当て板外周部全周をすみ肉溶 

接によって接合する補修（タンク附属物取付用当て板を除く。） 

   ・「肉盛補修」とは、母材及び部材の表面に金属を溶着する補修 

   ・「溶接部補修」とは、溶接部を再溶接する補修（グラインダー仕上げ等の表面仕 

上げのみの場合を除く。） 

   ・「接液部」とは、省令第20号の７に定める接液部。 

 

 

表３       製造所等の構造・設備の変更を伴わないもの（その他） 

資料の提出を要する軽微な変更工事 

【その他構造又は設備の変更を目的としない工事の取扱い】 

・移動タンク貯蔵所で同一敷地内において屋外から屋外又は屋内から屋外へ常置場所の変更 

・給油取扱所で計量機の修理又は計量検定のための一時的な撤去及び取付及びこれに伴う代 

替計量機に一時的な新設及び撤去の一連工事 

・給油取扱所で駐車場の設置 

【他の手続きに付随して行う変更】 

・第２章、第１、１、（３）、ア、（イ）による共通防油堤の代表タンクへの変更 

     第１、１、（３）、イ、（ウ）による共通防油堤の代表タンクへの変更 

      第１、１、（３）、ア、（ウ）に掲げる配管設備を完成検査後代表タンクの附属 

とする場合 

      第１、１、（３）、エただし書に掲げる敷地内距離に係る防火塀等を完成検査後 

最長の屋外タンク貯蔵所の附属とする場合 

 

 

屋外貯蔵タンクの補修基準（平成６年９月１日付消防危第73号） 

屋外タンク貯蔵所の補修基準 

補修基準 

補修部分 内容 条件 分類 

アニュラ

板・底板 

当板、

はめ板 

側板より600mm未満  × 

側板より 底部板面積の1/2以上  ※ 

参考資料 
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600mm以外 底部板面積の1/2未満 図１を満足する ○ 

図１を満足しない ※ 

取替 図１を満足する ○ 

図１を満足しない ※ 

肉盛り補修 表１を満足する ○ 

表１を満足しない ※ 

側板 当板 強度メンバーとしての当板  × 

腐食防止と

しての当板 

内面当板 図２を満足する。ただし、底部

に接するものを除く 

○ 

図２を満足しない ※ 

外面当板 図２を満足する ○ 

図２を満足しない ※ 

取替、はめ板 図３、４及び５を満足する ○ 

図３、４及び５を満足しない ※ 

肉盛り補修 表１を満足する ○ 

表１を満足しない ※ 

注：○印は、基本的な周期の延長可能タンクに適用するもの。 

 ：×、※印は、基本的な周期の延長不可タンクに適用するもの。 

表１ 肉盛り溶接 

材質 肉盛り溶接可能面積 

１ヶ所に対し 板１枚に対し 

軟鋼 

（ＳＳ、ＳＭ、ＳＢ材等） 
200c㎡以下 

0.06㎡又は板面積の３％のいずれ

か小さい値 

高張力鋼 

低合金鋼 
100c㎡以下 

0.03㎡又は板面積の２％のいずれ

か小さい値 

注：肉盛り溶接相互間の距離は50mm以上離すこと。 
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注：※印寸法は底部の板の板厚の５倍とする。 

 ：アニュラ板及び底板を取り替える場合は、上図の各溶接線からの距離を確保すること。 

 

当板の種類 位置 処置 

タンク附属物取付用当板 底板上 

アニュラ板上（注１） 

当板の機能上必要な板厚と

し、4.5mm以上の連続すみ肉

溶接で取り付ける。 

溶接継手線上 底部の板の板厚と同板厚の

当板とし、全厚連続すみ溶接

とする。 

タンク底板腐食部補修用当板 底板上 

アニュラ板上 

溶接継手線上 

底部の板の板厚と同板厚の

当板とし、全厚連続すみ溶接

とする。 

注１：アニュラ板上に取り付けるタンク附属物取付用当板の材質は、アニュラ板の応力発 

生範囲及び溶接継手線上に位置しない限り底板と同等でよい。 
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寸法 
溶接線相互間距離の最小値（溶接止端間距離とする） 

t≦12mm t＞12mm 

Ｒ 

Ｂ 

Ｈ 

Ｖ 

Ａ 

150mm 

150mm 

75mm 

150mm 

300mm 

150mm又は６tのいずれか大きい値 

250mm又は８tのいずれか大きい値

250mm又は８tのいずれか大きい値

250mm又は８tのいずれか大きい値

300mm又は12tのいずれか大きい値 
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第８  作業施工届及び火気使用工事届 

規則第11条第１項に定める作業施工届で処理するものは製造所等における修理、分解、 

清掃その他災害発生のおそれのある作業でおおむね次のものとする。 

ただし、法第11条第５項ただし書に基づく仮使用の手続きによる場合は、当該届出は不 

要であること。 

１ 地下貯蔵タンク又は埋設配管等の点検等のため掘削工事をするとき。 

２  屋外貯蔵タンク又は地下貯蔵タンクの点検のため内部を開放し、清掃するとき。 

３ 前１から２に掲げる工事に準じる作業をするとき。 

 

規則第13条の２第１項に定める火気使用工事届で処理するものは第７、２の｢資料の確

認を要する変更工事｣及び｢資料の確認を要さない軽微な変更工事｣のうち、溶接等火花を

発する器具等を使用する極めて小規模な変更工事をするとき、又は、工事期間中の安全

確認のために必要なときとする。 
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第９  仮使用承認申請 

１  仮使用の範囲 

（１）製造所等の全部について変更許可申請がなされる場合は、仮使用はあり得ない。 

ただし、変更許可申請を２回以上に分けて申請した場合は、仮使用の申請は可能

である。 

（２）製造所等の変更許可後、変更工事の一部が完成した場合の当該部分の仮使用は認め 

られない。 

（３）省令第38条の４第１項第２号の規定により、屋外タンク貯蔵所等に危険物以外の物 

品のみ貯蔵している状態で変更工事を行う場合は、仮使用承認申請を必要としない。 

ただし、変更工事に際して講ずる火災予防上の措置等については、作業施工届等を

提出させ確認すること。 

２  承認申請書の記載方法及び添付書類 

（１）申請者は、第１、３、(2)に準ずること。 

（２）申請書には、工事計画書、平面図等を添付すること。 

（３）工事計画書には、その工事の内容、方法、工程、火災予防上必要な措置、工事別の 

工事責任者等の管理系統、その他必要な事項を具体的に記載すること。 

（４）平面図には、仮使用部分を明示するとともに、工事計画書に定める防火的措置を明 

示すること。 

（５）その他必要な書類として、仮使用に係る工作物等を設置する場合は、その構造図を 

添付すること。 

例：仮事務所、防火塀、流出油防止堤等 

３  承認の基準 

仮使用の承認の基準は、規則第４条第３項の規定によるほか、次によること。 

（１）変更工事部分と仮使用部分との間に防火上安全な措置が講じられていること。 

（２）工事場所は、工事に必要な十分な広さがあること。 

（３）火気又は火花の発する器具を使用する工事、若しくは火花の発生するおそれのある 

工事を行わないこと。ただし、火災予防上十分な措置が講じられている場合は、この 

限りでない。 

（４）防火塀、貯留設備、消火設備等の義務設置設備等が、変更に伴う工事に際し撤去又 

は機能が阻害されるおそれがある場合は、仮の設備を設置すること。 

（５）工事部分及び仮使用部分における防火管理が十分に行われていること。（保安監督 

者の立会い等） 

（６）工事の際は、仮使用部分の設備、配管の保護、養生及び通気管の安全確保が十分に 

なされていること。 

（７）給油取扱所については、自動車の給油業務に支障のない広さの空地が確保されてい 

ること。 
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（８）その他火災予防上安全な措置が講じられていること。 

４  承認申請の処理等 

（１）申請は、原則として変更許可申請日以降とすること。 

（２）仮使用承認申請を当該申請に係る変更許可申請と同時又は変更許可申請の処分前に 

受付した場合にあっては、当該仮使用承認申請の承認の日は、変更許可の日と同日以 

後とすること。（昭和59年３月５日付消防危第21号） 

（３）変更許可申請が不許可処分となった場合は、処分前に受付した当該仮使用申請は不 

承認とすること。 

（４）変更許可申請の許可申請取下げ願が提出された場合は、当該変更許可申請に伴う仮 

使用申請については取下げしたものとみなす。 

（５）承認を受けた内容を変更する場合は、再申請によること。これにより新たに承認を 

受けた場合は、従前の仮使用承認は、効力を失う。 

（６）変更許可申請の許可の取消し願が提出された場合は、当該変更許可に伴う仮使用申 

請の承認については、その効力を失う。 
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第10  仮貯蔵及び仮取扱承認申請 

１  基本的事項 

（１）仮貯蔵等の承認申請は、原則として同一場所ごとに１件として申請すること。 

なお、貯蔵と取扱いが同一の場所で同時に行われ、かつ、作業工程上一体性を有 

すると認められる場合は１件とする。この場合の仮貯蔵と仮取扱の区分については貯

蔵量と取扱量との比較及び時間的な関係等を考慮し区分すること。ただし、次に掲げ

る場合は、別件とする。 

ア  同一場所であっても危険物の管理者又は申請者が異なるもの。 

イ  危険物の類を異にするもの。 

ウ  危険物を収納した容器等の相互間が15mをこえるもの。 

エ  屋内で階又は室を異にして危険物を貯蔵し、又は取扱いを行うもの。 

（２）承認を受けた内容を変更する場合は再申請によること。ただし、申請者本人の責に 

帰さない事由（台風の襲来等による船舶等の到着の遅れなど）により、仮貯蔵等の期 

間を変更する場合で、消防長が認めた時はこの限りでない。 

（３）同一場所での連続仮貯蔵等 

仮貯蔵等の期間は10日以内が原則であるが、次の場合に限り連続仮貯蔵等が認め

られる。ただし、この場合においても連続で３ヵ月を限度とすること。 

ア  港湾施設及び造成地等の工事現場で、連続仮貯蔵等を行うことが止むを得ないと認 

められるとき。 

イ  実態により連続して仮貯蔵等を行うことに正当性が認められるとき。 

（４）仮貯蔵又は仮取扱の承認を要さないもの。 

ア トラックの荷台から危険物ドラム缶等を直ちに船舶、鉄道貨車等に積み込み、反対 

に船舶、鉄道貨車等からトラックに積み込む場合 

イ  複合輸送において、船舶から貨車又は貨車から船舶へタンクコンテナを積み込むた 

めに、桟橋、岸壁若しくはコンテナヤードと同一又は隣接した敷地の鉄道貨物積卸場 

との間において、一時的にタンクコンテナを車両に積載して運ぶ場合。（平成４年６ 

月18日付消防危第52号） 

ウ  コンテナ船又は貨車の到着前に積載式移動タンク貯蔵所の設置又は変更許可を受け 

た場合において、コンテナ船又は貨車の到着後に完成検査を受けるためタンクコンテ 

ナを埠頭、コンテナヤード等に一時的にとどめる場合（平成４年６月18日付消防危第

52号） 

エ  車両の駐停車が禁止されている等の事由により、コンテナヤード等で完成検査を設 

けることができない場合において、完成検査を受けるためタンクコンテナを車両に積

載して同一又は隣接した別の場所に移動する場合（平成４年６月18日付消防危第52号） 

２  承認申請書の記載方法及び添付書類 

（１）申請者は、第１、３、(2)アに準じること。 
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（２）申請書には、場所の見取図及び構造図、その他承認基準を確認できる書類を添付す 

ること。 

３  承認の基準 

（１）屋外における仮貯蔵等の承認の基準 

屋外における仮貯蔵等の承認の基準は、規則第２条第３項の規定によるほか、次 

によること。 

ア  禁水性危険物は承認しないこと。 

ただし、次の(ｱ)～(ｴ)全てに適合するものについては、この限りでない。 

（ア）荷役に伴うものであり、詰め替え等の取扱いはしないこと。 

（イ）危険物のドラム容器等の入ったコンテナ(以下｢ドライコンテナ｣という。)でISO規 

格に適合しているもの内に保管されていること。 

（ウ）ドライコンテナは積み重ねないこと。 

（エ）夜間・休日等の通常勤務状態以外における当該危険物の監視体制、事故時の応急 

措置体制等について十分な措置がとられていること。 

イ  仮貯蔵等を行う場合は、おおむね政令第９条第１項第１号に定める製造所の位置の 

例によること。 

ウ  仮貯蔵等を行う場所の周囲には、おおむね政令第16条第１項第４号に定める屋外貯 

蔵所の保有空地の２分の１以上の空地を保有すること。ただし、高引火点危険物のみ 

を貯蔵し、又は取り扱う場合は、おおむね省令第24条の12第２項第２号に定める保有 

空地の２分の１以上の空地とすることができる。 

エ  仮貯蔵等を行う場所の周囲にはさく等を設け、他の部分と明確に区画すること 

オ  危険物に対する能力単位の数値が所要単位に達するように、第４種又は第５種の消 

火設備を設けること。 

カ  規則第２条第３項に規定する標識及び掲示板として次のものを使用することができ 

る。 

（ア） 
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（イ） 

 

キ  ドライコンテナを積み重ねて貯蔵する場合には、２段積み以下で高さを６ｍ以下と 

し、ドライコンテナ相互間には点検のための間隔を設けること。また、ドライコンテ 

ナは同類の危険物を貯蔵すること。 

（２）屋内における仮貯蔵等の承認の基準 

屋内における仮貯蔵等の承認の基準は、規則第２条第３項の規定によるほか、次 

によること。 

ア  建築物の構造は、耐火構造又は不燃材料で造られた専用の棟又は室とする。ただし、 

第２類（引火性固体を除く。）若しくは第４類（引火点が70℃未満の危険物を除く。）

又は指定数量の10倍以下の危険物を貯蔵し、又は取り扱うときは、その他の構造であ

っても室内に面する部分を不燃材料で覆った構造とすれば認められる。 

イ  第２類（引火性固体を除く。）若しくは第４類（引火点が70℃未満の危険物を除く。） 

又は指定数量の10倍以下の危険物を貯蔵し、又は取り扱うときは、貯蔵する危険物と

反応を起こさない不燃物質（不燃性容器に収納された物品を含む。）との混在を認め

ることができる。この場合、危険物と不燃物質はそれぞれとりまとめて貯蔵し、かつ、

相互に１ｍ以上間隔をおくこと。 

ウ  電気設備を設けるときは、電気工作物に係る法令の規定に適合したものであること。 

エ  危険物及び建築物等に対する能力単位の数値が所要単位に達するように第４種又は 

第５種の消火設備を設けること。 

オ  規則第２条第３項に規定する標識等として前(1)、カの標識等を使用することができ 

る。 

カ  ドライコンテナによる場合は、前(1)キの例による。 

（３）貯蔵又は取扱い 

仮貯蔵等における貯蔵又は取扱いは、政令第24条から第27条に定める技術上の基

準に準じて行うこと。 

なお、輸入された危険物の容器が省令第43条の運搬容器基準に適合していない場
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合には仮貯蔵の承認申請は可能であるが、自動車等による運搬はできない。 

４  仮貯蔵等の特例 

（１）位置、構造及び設備等が特殊な場合の特例 

仮貯蔵等の申請に係る危険物の品名及び数量、危険物の貯蔵又は取扱いの方法並

びに周囲の状況等から判断して、前(1)及び(2)の基準によらなくとも火災予防上安

全と認められるときは、当該基準によらないことができる。 

（２）酒造工場におけるアルコールの特例 

酒造工場における添加用アルコールの一時的貯蔵又は水割り作業の取扱いについ

ては、次によることができる。 

ア  棟を同一にするものの仮貯蔵等の承認申請はまとめて１件として申請できる。 

イ  酒造期間中は、連続して仮貯蔵等の更新を認めることができる。 

ウ  申請書に添付する図面は、あらかじめ仮貯蔵等を行う場所（棟及びタンクの番号） 

を記載した工場全体の平面図とし、申請書の所要欄に、棟及びタンクの番号を記載す 

ることにより、他の図面を省略することができる。 

エ  仮貯蔵等を行う場所の内装は、不燃材料若しくは準不燃材料であるか、又はこれと 

同等以上の防火性能を有すること。 

オ  水溶性の第４類危険物の火災に対応できる第４種又は第５種の消火器を前(2)、エの 

例により設置すること。 

カ  アルコールの水割り槽は、原則として不燃性で、かつ、蓋を有するものであること。 

キ  電気設備を設ける場合は、電気工作物に係る法令の規定に適合したものであること。 

（３）タンクコンテナにおける特例（平成４年６月18日付消防危第52号） 

ア  屋外における仮貯蔵 

（ア）仮貯蔵場所は湿潤でなく、かつ、排水及び通風のよい場所であること。またロー 

プ等で区画するか、白線等で表示すること。 

（イ）仮貯蔵所の周囲に保有する空地は以下のとおりとする。 

ａ  タンクコンテナのみを仮貯蔵等する場合 

屋外貯蔵所におけるタンクコンテナの基準のおおむね２分の１の空地を保有

すること。 

(参考)屋外貯蔵所におけるタンクコンテナの空地の基準は下表のとおりである。 

タンクコンテナの指定

数量の倍数 
５０倍以下 

５０倍超え 

２００倍以下 
２００倍超える 

高引火点危険物のみ ３m以上 ５m以上 

上記以外 ３m以上 ６m以上 １０m以上 

ｂ  タンクコンテナと容器が混在する場合 

タンクコンテナに収納した危険物と容器に収納した危険物を貯蔵するときは

個々の倍数により仮貯蔵等に必要とされる幅の空地のいずれか大なるものを保
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有すること。 

（ウ）規則第２条第３項に規定する標識等として前(1)、カの標識等を使用することがで 

きる。 

（エ）仮貯蔵場所には、貯蔵する危険物に応じて政令別表第５に掲げる第４種又は第５ 

種の消火設備を、その能力単位の数値の合計が危険物の所要単位の数値に達するよ 

うに設けること。 

（オ）仮貯蔵中の火災予防に関し、以下のことについて遵守すること。 

ａ  仮貯蔵中は、原則として危険物以外の物品を貯蔵しないこと。 

ｂ  タンクコンテナを積み重ねる場合は、同じ類の危険物を貯蔵するタンクコンテ 

ナに限るものとし、かつ、地盤面からタンクコンテナ頂部までは６ｍ以下とする

こと。 

ｃ  タンクコンテナ相互間には、点検のための間隔を設けること。 

ｄ タンクコンテナと容器を同時に貯蔵する場合、それぞれを取りまとめて貯蔵す 

るとともに、相互に１ｍ以上の間隔を保つこと。 

ｅ 危険物の管理責任者は、適宜巡回し、タンクコンテナの異常の有無及び前aから 

dまでを確認すること。 

イ  屋内における仮貯蔵 

（ア）仮貯蔵所は、壁、柱、床、はり及び屋根が耐火構造又は不燃材料で造られ、かつ、 

出入口に省令第13条の２第２項に規定する特定防火設備又は省令第13条の２第１項 

に規定する防火設備を設けた専用の棟又は室とすること。 

なお、第２類（引火性固体を除く。）若しくは第４類（引火点が70℃未満の危険

物を除く。）又は指定数量の10倍以下の危険物を、貯蔵し又は取扱うときは、貯蔵

する危険物と反応を起こさない不燃物質（不燃性容器に収納された物品を含む。）

との混在を認めることができる。この場合、危険物と不燃物質はそれぞれとりまと

めて貯蔵し、かつ、相互に１ｍ以上の間隔をおくこと。 

（イ）上記、専用の棟又は室の窓にガラスを用いる場合は、網入りガラスとすること。 

ただし、当該窓がタンクコンテナ及び同時貯蔵する物品から３ｍ以上離れている 

場合はこの限りでない。 

（ウ）タンクコンテナと建築物の壁の間は、点検のための間隔を設けること。 

（エ）規則第２条第３項に規定する標識等として前(1)、カの標識等を使用することがで 

きる。 

（オ）仮貯蔵場所には、貯蔵する危険物に応じて政令別表第５に掲げる第４種又は第５ 

種の消火設備を、その能力単位の数値の合計が危険物の所要単位の数値に達するよ 

うに設けること。 

（カ）仮貯蔵中の火災予防に関する遵守事項は前ア、(ｵ)、bからeまでの例によること。 

（４）団地等における灯油の小分けに対する特例 
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冬期に、団地等において移動タンク貯蔵所から灯油を小分けして販売する場合は

次により仮取扱として承認することができる。 

ア  同一の場所（公道は不可）で指定数量以上の灯油を容器に詰め替えるときは仮取扱 

として規制するものとし、継続的に行う場合であっても、10日以内の期間をもって１ 

件とする。ただし、危険物の販売に係る業者が異なる場合は別件とする。 

イ  仮取扱を行う場所の周囲には、幅３ｍ以上の空地を保有すること。 

ウ  灯油は受皿の上で取り扱うこと。 

エ  消火設備は、第５種消火設備を８単位以上設けること。 

５  承認申請･承認の取消 

仮貯蔵等の承認後、承認要件と著しく異なるか、又は承認要件を遵守していないと

認められる場合は、承認の取消しをすることができる。 
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第11  予防規程制定（変更）認可申請 

１  制定単位 

（１）予防規程の作成が義務づけられている施設は法令上個々の製造所等であるが、該当 

するすべての製造所等の予防規程を事業所単位に一の予防規程に集約し作成すること 

が適当である。（昭和40年11月２日自消丙予発第178号） 

（２）事業所の社内規程、石油コンビナート等災害防止法(昭和50年法律第84号｡以下同じ) 

に定める防災規程、又は高圧ガス保安法(昭和26年法律第204号｡以下同じ)に定める危 

害予防規程等に定める内容が予防規程の法定要件を満たしている場合は、当該社内規 

程等を予防規程とすることができる。 

（３）製造所等が法第８条及び法第８条の２の２の対象となるものにあっては、予防規程 

と消防計画若しくは防災計画の記述内容を統合して一の申請とすることができる。 

２  申請の方法 

（１）申請者は管理権を有する設置者（設置者と同一組織内にあり、代理権を有するもの 

も含む。）又は製造所等の管理権を委任された者とする。 

（２）消防計画等と統合して一の申請とする場合は、次のとおりとする。 

ア  予防規程制定･変更認可申請書を表紙とし、消防計画作成(変更)届出書等を添付する 

こと。 

イ  申請内容に変更がある場合は前記と同様とする。 

なお、予防規程に個人名が含まれる場合、その後の配置換え等により個人名の変更 

が生じても予防規程の変更の認可は要しない。ただし、差し替え等により最新にして

おくこと。 

３  記載事項（平成13年８月23日付消防危第98号） 

予防規程には、省令第60条の２に基づき、おおむね次の事項を具体的に記載するこ

と。 

（１）危険物の保安に関する業務を管理する者の職務及び組織に関すること。 

ア  保安業務の内容と役割分担（具体的に） 

イ 保安業務の各役割の担当者及び代行者 

ウ  交替時の引継方法及び引継事項 

エ  危険物施設保安員の指定 

（２）危険物保安監督者が、旅行、疾病その他の事故によってその職務を行うことができ 

ない場合にその職務を代行する者に関すること。（平成４年４月17日付消防危第34号） 

ア  保安監督者及び代行者の権限及び資格 

イ  製造所ごとの危険物保安監督者の指定及び代行者の指定 

（製造所等ごとに、危険物保安監督者及び代行者の一覧表が別に作成されていること） 

（３）化学消防自動車の設置その他自衛の消防組織に関すること。 

ア  自衛の消防組織の活動内容 
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（ア）通報連絡要領 

（イ）消火活動等 

（ウ）応急救護措置 

（エ）応援出動 

（オ）総合訓練、個人訓練、夜間（休日）における訓練の内容、実施時期及び方法 

イ 自衛の消防組織の構成員と役割分担（活動体制等） 

ウ  自衛の消防組織の構成員の代行者 

エ  自衛の消防組織の保有消防資器材の配置及び管理に関する事項（＊） 

（４）危険物の保安に係る作業に従事する者に対する保安教育に関すること。 

ア  保安教育の対象者の区分 

イ  保安教育の内容、教育方法、訓練方法 

ウ  保安教育の時期 

エ  協力会社、部外工事会社従業員に対する当該規程の周知方法及び教育（＊） 

（５）危険物の保安のための巡視、点検及び検査に関すること。 

ア  巡視、点検及び検査の時期、内容、方法及び実施者（必要な資格を明記） 

イ  巡視、点検及び検査の結果確認に関する体制（確認責任者、確認方法） 

ウ  巡視、点検及び検査により不備事項等を発見した場合の応急措置及び報告 

エ  法第14条の３の２に基づく定期点検の時期、内容、方法、実施者の資格要件及び点 

検実施者（＊） 

オ  法第14条の３に基づく保安検査の事前準備及び検査申請に関する事項（＊） 

（６）危険物施設の運転又は操作に関すること。 

ア  安全かつ適正に運転するための基準 

イ  火気の使用を伴う運転又は操作がある場合は、火気の取扱基準 

ウ  緊急時における運転の停止、保安装置等の作動及び運転再開時の点検・操作基準 

エ  運転員等の交替時の引継方法及び引継事項 

オ  運転、操作についての教育、訓練、監督 

（７）危険物の取扱い作業の基準に関すること。 

ア  危険物の規制に関する政令第24条から第27条までに規定されている遵守事項に対応 

した基準 

イ  危険物の種類、取扱形態に応じた作業基準（法基準、条例基準、社内基準） 

（８）補修等の方法に関すること。 

ア  補修工事の関係者連絡体制（工事計画作成段階、工事中、工事終了後） 

イ  補修工事に関する保安の措置及び安全確認体制 

ウ  補修工事終了後の安全確認方法 

（９）施設の工事における火気の使用若しくは取扱いの管理又は危険物等の管理等安全管 

理に関すること。（平成17年１月14日付消防危第14号） 
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ア  工事を行う際の安全管理の基本的な体制（責任者の要件、事業所全体の調整など） 

イ  工事計画を承認する仕組み・手続き 

ウ  安全対策の基本的事項（工事開始前及び工事開始後など） 

エ  協力業者を含めた保安情報の共有等 

（10）製造所及び一般取扱所にあっては、危険物の取扱工程又は設備等の変更に伴う危険 

要因の把握及び当該危険要因に対する対策に関すること。（平成17年１月14日付消防

危第14号） 

＊危険要因とは、火災・爆発又は漏えいの発生、拡大の要因となるもの。 

ア  取扱工程や設備等の変更に伴い生じる危険要因を事前に把握 

（類似施設の事故、トラブル事例等を参考に対象施設の火災発生、拡大要因を整理） 

イ  事故防止のための基本的取組に関する事項 

（例えば、これまでの経験・知見に基づき構成設備、取扱工程等ごとに想定事故

形態と必要と考える対策を箇条的に整理するような簡易な方法） 

（11）顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所にあっては、顧客に対する監視その他保安の 

ための措置に関すること。（平成10年３月13日付消防危第25号） 

ア  監視等を行う危険物取扱者及びその指揮下で監視等を行う従業員の体制 

イ  監視等を行う危険物取扱者等に対する教育及び訓練 

ウ  監視等を行う危険物取扱者等の氏名の表示 

エ  顧客用固定給油設備の１回の給油量及び給油時間の上限並びに顧客用固定注油設備 

の１回の注油量及び注油時間の上限の設定 

オ  顧客用固定給油設備及び顧客用固定注油設備の日常点検 

カ  貯蔵及び取扱いに関する事項（＊） 

（ア）顧客自らが給油等を行う前の火気等の安全管理に関する事項 

（イ）顧客自らが給油等の作業実施時における監視及び必要な指示に関する事項 

（ウ）顧客自らが給油等の作業時における車両及び容器の位置に関する事項 

（エ）「セルフ給油取扱所」から「作業員が給油等を実施する給油取扱所」への変更が 

行えるスイッチが設けられている場合、当該スイッチの管理及び手続きに関する事 

項 

（12）移送取扱所にあっては、配管の工事現場の責任者の条件その他配管の工事現場にお 

ける保安監督体制に関すること。 

（13）移送取扱所にあっては、配管の周囲において移送取扱所の施設の工事以外の工事を 

行う場合における当該配管の保安に関すること。 

ア  工事責任者 

イ  工事作業者に対する教育 

ウ  工事保安監督体制（作業前後の管理、現場監視） 

エ  配管の保護 
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オ  工事関係者との連絡体制 

（14）災害その他の非常の場合に取るべき措置に関すること。 

ア   緊急時の通報連絡体制及び手段（火災時、漏えい時、地震時等） 

イ   避難に関すること 

ウ   応急措置方法（火災、漏えい、地震等に対する措置、資器材に関すること） 

エ   近隣事業所、協力会社との協力体制 

（15）地震が発生した場合及び地震に伴う津波が発生し、又は発生するおそれがある場合 

における施設及び設備に対する点検、応急措置等に関すること。（平成17年１月14日 

消防危第14号、平成24年８月21日付消防危第197号） 

ア  従業員への連絡方法 

イ  従業員等の安全確保等に係る対応 

ウ  施設の緊急停止の方法、手順等 

（ア）設備の破損、停電、浸水が発生した場合の対応 

（イ）津波襲来までの時間に応じた対応 

（ウ）施設の緊急停止に伴い危険物を取り扱う装置等での異常反応や圧力上昇等により 

火災流出等の事故が発生することがないよう、施設における危険物の貯蔵・取扱い 

の工程に応じた対応 

（エ）緊急停止に係る設備機能が作動しない又は操作できない場合の対応 

エ  施設の緊急停止等の実施体制 

オ  従業員への教育及び訓練 

カ  入構者に対する周知 

なお、詳細を別のマニュアルに記載し、当該マニュアルを引用することも可能で

ある。 

（16）危険物の保安に関する記録に関すること。 

ア  保安に関する記録（項目、日時、実施者、確認者（責任体制を明確に）） 

（ア）自衛消防訓練実施及び反省に関するもの。 

（イ）保安教育実施記録 

（ウ）施設点検結果の記録 

（エ）運転管理の記録 

（オ）各施設の履歴（事故、異常時の応急措置等） 

（カ）補修関係の記録 

イ  保安に関する記録の保存方法 

（17）製造所等の位置、構造及び設備を明示した書類及び図面の整備に関すること。 

ア  整備書類及び保存年限 

（ア）許可（届出）施設台帳 

（イ）許可申請、届出等の控 
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（18）前各号に掲げるもののほか、危険物の保安に関し必要な事項 

ア  当該規程の制定、変更方法及び経過の記録 

イ  その他 

・単独荷卸しを行う危険物施設については、当該行為に関する教育、事故発生時の対応 

等に関すること。（平成17年10月26日付消防危第245号） 

・NaS電池を使用する一般取扱所については、監視、制御等を行う場所、体制等に関す 

ること。（平成11年６月２日付消防危第53号） 

など、設備に応じ必要な事項 

（19）南海トラフ地震防災対策推進地域として指定された地域に所在する製造所等 

ア  南海トラフ地震に伴い発生する津波からの円滑な避難の確保に関すること。 

イ  南海トラフ地震に係る防災訓練に関すること。 

ウ  南海トラフ地震による被害の発生の防止又は軽減を図るために必要な教育及び広報 

に関すること。 

４ 認可基準 

予防規程が次のいずれかに該当するときは、認可しない。 

（１）記載すべき基本事項が明確でないとき。 

（２）予防規程で定めなければならない事項が定められていないとき。 

（３）予防規程の内容が法令の規定に違反するものであるとき。 

（４）その他火災予防上不適当と認められる事項があるとき。 
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第12  工事整備対象設備等着工 

製造所等に係る工事整備対象設備等着工届出書(以下｢着工届｣という。)の処理につい

ては、次によることができる。 

（１）着工届の記載方法 

「工事を行う防火対象物の名称｣の欄には、製造所等の設置又は変更許可年月日及 

び許可番号を併記すること。 

（２）添付図面の省略 

消防用設備等の図面が許可申請書類に添付されていることにより、施行規則第33

条の18の規定による図面は省略することができる。この場合において着工届の経過

欄に｢許可申請書に図面添付につき省略｣と記載すること。 
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第13  危険物保安監督者選任・解任届 

危険物保安監督者選任･解任届出書の処理については、次の事項に留意すること。 

１  選任単位 

（１）原則としては、一の製造所等につき１人を選任すること。 

（２）勤務形態等により明らかに１人では保安の監督に支障のおそれがあるときは、一の 

製造所等において複数を選任すること｡選任された者が複数、同時に勤務する場合、そ 

の責任を明確にしておくこと。 

（３）同一敷地内の製造所等において、その態様、規模、位置等からみて十分な保安の監 

督が可能な場合には、一の危険物取扱者を複数の製造所等の危険物保安監督者とする 

ことができる。 

２  届出者 

（１）管理権を有する設置者（設置者と同一組織内にあり、代理権を有する者も含む。） 

（２）製造所等の管理権を委任された者 

３  選任受諾の書類 

規則第７条第３項の規定による本人が選任を受諾したことを明らかにする書類は、

規則第７条第１項に規定する危険物取扱者資格確認書によるものとする。 

４  実務経験（平成元年７月４日付消防危第64号） 

（１）実務経験は、危険物取扱者免状の交付を受ける前における実務経験も含まれる。 

（２）実務経験を証明する書類は、原則として規則第７条第１項に規定する危険物取扱者 

資格確認書によるものとする。 

（３）他の施設の危険物保安監督者に選任されていたこと等が容易に確認できる場合は、 

実務経験を証明する書類を添付しないことができる。 

（４）危険物保安監督者に選任される者が、平成元年３月31日以前に甲種又は乙種の危険 

物取扱者免状の交付を受けている場合、実務経験を有することを証明する書類の添付 

は要さない。 

５  複数施設の選任届出 

一の危険物取扱者が複数の製造所等の危険物保安監督者として選任されている場合

は、選任届の記載欄は代表的なものを記入し、その他は別表に添付して届け出ること

ができる。 

６  選任の時期 

製造所等を設置した場合には、当該製造所等の完成検査済証を受けるまでに危険物

保安監督者の選任しておくこと。 

７  その他 

営業用給油取扱所等の危険物施設で収容人員により防火管理者が必要となる場合は

その職務の類似性を考慮し、当該施設の防火管理者は危険物保安監督者と同一人とす

るように努めること。 
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第14  移動タンク貯蔵所に係る申請等 

移動タンク貯蔵所に係る申請等の事務処理に関しては、第１、第３及び第４の規

定によるほか次によること。 

１  移動タンク貯蔵所の許可等の取扱い 

（１）移動貯蔵タンクの空間容積は内容積の５％から10％とする。なお、複数の危険物 

を貯蔵し、又は取り扱う移動タンク貯蔵所（積載式移動タンク貯蔵所を除く。）につ

いては、道路運送車両法の最大積載量の観点から最も比重の小さい危険物を積載した

場合の空間容積が５％以上10％以下であれば、他の危険物の空間容積については次の

ようにすることができる。（平成10年10月13日付消防危第90号） 

ア  比重の大きな危険物を貯蔵する場合は、最大積載量との関係から空間容積が10％を 

超えるタンク室（空室となる場合も含む。）も認められる。この場合において許可に

係る指定数量の倍数は、指定数量の倍数が最大となる危険物の貯蔵形態で算定するこ

とができる。 

イ  移動貯蔵タンクの側面枠及び接地角度計算において用いる貯蔵物重量は道路運送車 

両法の最大積載量を用いることができる。 

（２）常置場所の変更に伴う変更申請 

ア  申請先 

移動タンク貯蔵所を常置する場所（以下｢常置場所｣という。）の位置の変更は変

更許可申請を要するものであり、当該申請は、変更後の常置場所を管轄する市町村

長等に行うものであること。（平成９年３月26日付消防危第33号） 

ただし、屋外における同一敷地内の常置場所の位置の変更は、資料の提出を要す

る軽微な変更として取り扱うこととする。 

イ  添付図書 

常置場所の位置の変更に際し、変更後の常置場所を管轄する市町村長等が変更前

と異なる場合（以下｢行政庁の異なる常置場所の変更｣という。）には、変更許可申

請に当たって以下の図書を添付すること。（平成９年３月26日付消防危第33号） 

（ア）変更前の最新の許可書の写し 

（イ）現在の移動タンク貯蔵所の構造及び設備が把握できる図書（常置場所に係る図書 

を除く。） 

（ウ）タンク検査済証及び完成検査済証のそれぞれの写し 

なお、当該申請書(副)に変更前の許可書（原本）、タンク検査済証（正）及び

完成検査済証（原本）を添付することができる。 

（３）行政庁の異なる常置場所の変更時に係る譲渡引渡届出に係る手続等 

行政庁の異なる常置場所の変更時に係る譲渡引渡届出に係る手続等は、原則とし

て次のア又はイの方法によること。（平成９年３月26日付消防危第33号） 

ア  変更前の常置場所を管轄する市町村長等に譲渡引渡届出を行う場合 
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（ア）行政庁の異なる常置場所の変更と移動タンク貯蔵所の譲渡又は引渡を同時に行う 

場合は、原則として譲渡引渡届出を変更前の常置場所を管轄する市町村長等（以下 

｢旧行政庁｣という。）に対し先行して行うものであること。この場合において、譲 

渡引渡届出は、譲渡引渡届出書等に返信用封筒を同封して郵送により行うことがで 

きる。 

（イ）当該移動タンク貯蔵所の変更後の常置場所を管轄することとなる市町村長等（以 

下｢新行政庁｣という。）は、譲渡引渡届出書により譲渡引渡届出がなされているこ 

とを確認すること。 

（ウ）当該届出を（ア）の郵送により行った場合で旧行政庁から譲渡引渡届出書が返送 

されていない場合は、配達証明等の確認によることができる。なお、許可を行った 

後、旧行政庁から譲渡又は引渡を受けた者に対し譲渡引渡届出書の郵送があったと 

きは、当該譲渡引渡届出書を改めて確認すること。 

イ  新行政庁に譲渡引渡届出及び変更許可申請を同時に行う場合 

譲渡又は引渡を行おうとする者が、譲渡又は引渡を受ける者に対し変更許可に係

る手続に関する権限を委任することを証する書面（委任状）を許可申請書に添付し

た場合に限り、移動タンク貯蔵所の譲渡又は引渡を受けようとする者は、直接新行

政庁に対し常置場所の変更許可申請と譲渡引渡届出を同時に行うことができる。（平

成９年３月26日付消防危第33号） 

（４）完成検査 

ア  完成検査申請 

完成検査申請書にタンク検査済証(写し)を添付したものを提出すること。 

イ  譲渡又は引渡に伴う完成検査済証の交付 

行政庁の異なる常置場所の変更に係る完成検査済証の交付においては、１、(3)ア

(ｳ)の配達証明等により譲渡引渡届出を確認している場合にあっては、譲渡引渡届出

書が確認できた後でなければ行うことができない。（平成９年３月26日付消防危第

33号） 

２  積載式移動タンク貯蔵所の許可等の取扱い 

（１）積載式移動タンク貯蔵所の定義（昭和57年２月22日付消防危第21号） 

積載式移動タンク貯蔵所とは、自動車の車体から独立した移動貯蔵タンク（以下

「タンクコンテナ」という。）を緊結装置等によって車体に緊結し、当該タンクコ

ンテナに危険物を貯蔵して移送を行ない、適宜当該タンクコンテナを自動車から離

脱する方式のものをいう。 

（２）車両に同時貯蔵することができるタンクコンテナ 

車両に同時貯蔵することができるタンクコンテナの数は、タンクコンテナの容量

の合計が30、000ℓ以下となる数とする。（平成４年６月18日付消防危第54号） 

（３）交換タンクコンテナの許可申請 
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設置者が同時に貯蔵できる数以上のタンクコンテナ（以下「交換タンクコンテナ」

という。）を保有し、かつ、当該車両に交換タンクコンテナを積載しようとする場

合は次のとおりとする。（平成４年６月18日付消防危第54号） 

ア  当該積載式移動タンク貯蔵所が設置許可を受ける前にあっては、交換タンクコンテ 

ナを含めて当該積載式移動タンク貯蔵所の設置許可を受けること。 

イ  設置許可を受けた後に交換タンクコンテナを保有しようとする際には、当該積載式 

移動タンク貯蔵所の変更許可を受けること。 

（４）積載式移動タンク貯蔵所間におけるタンクコンテナの積み替え 

許可を受けた積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナは、緊結装置に同一性を

もつ既に許可を受けている他の積載式移動タンク貯蔵所の車両にも積載することが

できる。この場合においてタンクコンテナは積載している積載式移動タンク貯蔵所

のタンクコンテナとみなされる。（平成４年６月18日付消防危第54号） 

（５）荷下し後の積載式移動タンク貯蔵所の取扱い 

積載式移動タンク貯蔵所の車両からタンクコンテナを荷下しした後に再びタンク

コンテナを積載するまでの間、当該車両を通常の貨物自動車としての用途に供する

場合は、当該積載式移動タンク貯蔵所について法第12条の６に定める用途廃止の届

出は要しない。（平成４年６月18日付消防危第54号） 

（６）タンクコンテナ到着時に許可を受けた積載式移動タンク貯蔵所がない場合 

ア  積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナを車両、貨車、船舶等を利用して輸送し、 

輸送先で他の車両に積み替える場合に、輸送先の市町村において許可を受けた積載式 

移動タンク貯蔵所がない場合は、当該タンクコンテナと他の車両とで一の積載式移動 

タンク貯蔵所として設置許可を受けることができる。（平成４年６月18日付消防危第 

54号） 

イ  当該完成検査については、タンクコンテナを車両に固定した状態での外観検査によ 

り行うことができる。この場合において省令第24条の５第４項第４号の表示について 

輸送先の許可に係る行政庁名及び設置の許可番号の表示は不要とする。（平成４年６ 

月18日付消防危第54号） 

３  国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の許可等の取扱い（平成13年４月９日付消防危第 

50号） 

（１）国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の定義 

国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所とは、国際海事機関（ＩＭＯ）が採択した危

険物の運送に関する規程（ＩＭＤＧコード）に定める基準に適合している旨を示す

表示板（ＩＭＯ表示板）が貼付されている移動貯蔵タンク（以下「国際タンクコン

テナ」という。）を積載する移動タンク貯蔵所をいう。 

（２）許可の取扱い 

ア  許可の単位 
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国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所に対する移動タンク貯蔵所としての許可件は、 

当該国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両の数と同一であること。 

イ  許可に係る手続 

設置者が、国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両に同時に積載することがで

きる国際タンクコンテナの数以上の数の国際タンクコンテナ（以下「交換用国際タ

ンクコンテナ」という。）を保有し、かつ、当該車両に交換用国際タンクコンテナ

を積載しようとする場合の手続は次によること。 

（ア）積載式移動タンク貯蔵所としての設置許可を受ける前 

ａ  交換用国際タンクコンテナを含めて当該国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の 

設置許可を要すること。なお、設置許可申請は、交換用国際タンクコンテナが入 

港する前に受け付けて差し支えないこと。 

ｂ  貯蔵する危険物の品名及び最大貯蔵数量が、国際タンクコンテナを積載するたび 

に異なることが予想される場合は、貯蔵することが予想されるすべての品名及び貯 

蔵最大数量を危険物の品名及び貯蔵最大数量として、設置許可を要すること。 

ｃ  許可申請にあたって添付を要する国際タンクコンテナの構造及び設備に係る書 

類は、当該国際タンクコンテナの国際基準への適合性が既に確認されていることに 

かんがみ、国際タンクコンテナに係る海上輸送に責任のある各国政府機関又はこれ 

に代わる機関の許可書等の写し等、必要最小限にとどめること。 

（イ）積載式移動タンク貯蔵所としての設置許可を受けた後 

保有しようとする交換用国際タンクコンテナが、ＩＭＤＧコードに適合するもの

であり、かつ、車両及び交換用国際タンクコンテナの緊結装置に適合性がある場合

は、交換用国際タンクコンテナの追加を、確認を要する変更工事として取り扱って

差し支えないこと。従って、変更許可及び完成検査は要しないものであること。 

なお、交換用国際タンクコンテナのＩＭＤＧコードへの適合性、車両及び交換用

国際タンクコンテナの緊結装置の適合性及び貯蔵する危険物を資料（注）の提出（郵

送、ファックス等）により確認すること。この場合、不明な点があれば、事業者等

に確認すること。 

注：国際タンクコンテナに係る海上輸送に責任のある各国政府機関又はこれに代わ 

る機関の許可書の写し、車両及び交換用国際タンクコンテナの緊結装置に係る規 

格（ＪＩＳ、ＩＳＯ等）等が確認できる書類及び貯蔵する危険物を明示した書類 

をいう。 

（３）完成検査 

ア  完成検査の方法 

（ア）完成検査は、国際タンクコンテナを車両に積載した状態で行うこと。この場合国 

際タンクコンテナについては、ＩＭＯ表示板の確認及び国際タンクコンテナに漏れ、 

変形がなく健全な状態であることの確認にとどめることができること。車両につい 
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ては、標識、掲示板、緊結装置の確認を行うこと。 

（イ）同時に複数の交換用国際タンクコンテナに係る完成検査を行う場合は、緊結装置 

に同一性がある場合は、代表する一つの国際タンクコンテナを積載した状態で行っ 

て差し支えないこと。 

（ウ）国際タンクコンテナの輸入時に行う完成検査は、危険物を貯蔵した状態で行って 

差し支えないものであること。 

（４）その他許可の取扱いについては、前２(4)、(5)、(6)アによるほか、次によること。 

ア 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の国際タンクコンテナには、政令第15条第１項  

第17号に定める危険物の類、品名及び最大数量を表示する設備及び省令第24条の８第 

８号に定める表示が国際タンクコンテナごとに必要であるが、当該設備又は表示は、 

当該国際タンクコンテナを積載する国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両に掲げ 

ることができること。 

イ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の国際タンクコンテナの車両、貨車又は船舶へ 

の荷積み又は荷卸しに伴う当該国際タンクコンテナの取扱いは、当該積載式移動タン 

ク貯蔵所の危険物の貯蔵に伴う取扱いと解されること。 

ウ  積載式移動タンク貯蔵所としての許可を受けた後、国際輸送用積載式移動タンク貯

蔵所において貯蔵する危険物の品名及び最大貯蔵数量を変更しようとする場合は法第

11条の４に定める届出を要すること。 

エ  法第14条の３の２の規定による定期点検のうち、漏れの点検として、国際海事機構 

が採択した危険物の運送に関する規程(国際海上危険物規程。IMDGコード)に基づき５ 

年ごとに実施される圧力試験が認められる（平成16年３月18日付消防危第33号） 

４  IMDGコード型タンクローリー車について（平成16年３月23日付消防危第35号） 

（１）IMDGコード型タンクローリー車の定義 

国際海事機関が採択した危険物の運送に関する規程（国際海上危険物規程、IMDG

コード）に定める基準に適合する移動タンク貯蔵所（以下「IMDGコード型移動タン

ク貯蔵所」という。）のうち積載式以外のもの（以下「IMDGコード型タンクローリ

ー車」という。） 

（２）許可等の取扱い 

ア  第３章第９、４IMO基準規約総則（抄）（仮訳）の６.８（陸上タンク自動車に関す 

る規定）が、IMDGコード型タンクローリー車に係る構造及び設備の基準に該当するこ 

と。 

イ  IMDGコード型タンクローリー車については、間仕切及び防波板（政令第15条第１項 

第３号及び第４号）を設置しないことができるが、タンク本体の構造等について強化 

されている部分があるほか、移送時の充てん率が20％以下又は80％以上に指定されて 

いるので管理上留意する必要があること。（従来のIMDGコード型タンクコンテナと同 

じ。） 
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ウ 設置許可に当たっては、当該タンクローリー車にIMO表示板(IMDGコードに適合して 

いる旨を示す表示板。別添１の6.7.2.20参照)が貼付されている場合には、IMO表示板

の交付に係る各国政府機関又はこれに代わる機関の許可書等（第3章第9移動タンク貯

蔵所参照）の写し等をもって、設置許可申請において必要とされる添付書類とするこ

とができること。 

エ  完成検査前検査については、IMDGコード型タンクローリー車に関しても政令第８条 

の２第４項第３号の規定を適用し、簡素化を図ることができる。 

オ  完成検査に当たっては、移動貯蔵タンクに漏れや変形がなく健全な状態であること 

の確認、IMO表示板の確認並びに標識及び掲示板の確認により行うことができること。    

また、当該タンクローリー車の輸入時に行う完成検査については、危険物を貯蔵し 

た状態で行ってさしつかえないものであること。 

カ  漏れの点検については、IMDGコード型タンクローリー車に関しても｢地下貯蔵タン 

ク等及び移動貯蔵タンクの漏れの点検に係る運用上の指針について」（平成16年３月 

18日付消防危第33号）第２により実施することができること。 
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第15  休止中の地下貯蔵タンク及び地下埋設配管の漏れの点検期間延長申請 

（平成22年７月８日付消防危第144号通知） 

１  申請書の記載方法 

（１）申請者は設置者若しくは管理者とする。 

（２）期間延長後の漏れの点検予定期日については、点検期限から１年以内とし、かつ下 

記５の内容を確認しておくこと。 

２  申請時期 

（１）漏れの点検期限前で、かつ、下記４の措置を実施した後。 

（２）前回の申請で記載した期日を延長する場合は、当該期日以前の日まで。 

３  添付書類 

（１）省令別記様式第42又は第43 

（２）休止に係る措置を記した図面 

（３）その他必要となる書類 

４  確認の基準 

（１）危険物が清掃等により完全に除去されていること。 

（２）危険物又は可燃性の蒸気が流入するおそれのある配管等について、閉止板を設置す 

ること、配管等を一部取り外す等により、誤作動又は誤操作があった場合においても、

危険物が流入しないようにすること。 

５  延長期間 

原則１年以内とする。ただし、再申請は可能。 

申請した期間延長後の漏れの点検予定日より前に危険物の貯蔵又は取扱いを再開す

る場合には、地下貯蔵タンク等の所有者等は、次の(1)又は(2)に定める期限までに漏

れの点検を実施すること。 

（１）延長申請前の漏れの点検の実施期限までに危険物の貯蔵及び取扱いが再開される場 

合にあっては、延長申請前の漏れの点検の実施期限 

（２）延長申請前の漏れの点検の実施期限より後で、かつ、期間延長後の漏れの点検予定 

日以前に危険物の貯蔵及び取扱いが再開される場合にあっては、再開の日の前日 
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第16  休止・再開届 

１  届出書の記載方法 

（１）届出者は設置者若しくは管理者とする。 

（２）休止期間については、原則１年未満とする。 

ただし、事業計画等により具体的で詳細な資料がある場合は、当該期間とすること 

ができる。 

２  届出時期 

製造所等を休止しようとする日又は再開しようとする日の７日前までに届け出ること。 

３  届出書類 

（１）規則様式第12号 

（２）休止にあっては、危険物の撤去の状況等が確認できる書類 

（３）その他必要な書類 

４  確認内容 

（１）休止中は、法第12条第１項並びに法第10条第３項（省令第24条第２号、第３号及び 

第４号等）が管理されていること。 

（２）再開時に現行法令に適合しない場合（改正附則により、除外される場合を除く。） 

にあっては、再開前に変更許可申請により許可を得ておくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


